
令和３年度　事務事業総点検表（１次評価）

市民局

Ｒ２ Ｒ１ H30

市
民
自
治
推
進
課

1
地域振興等
事務

～

市
（直営・委
託）

葵区安倍５地区の行
政サービスの維持、住
民主体の地域づくりの
支援

①安倍５地区と市役所
との行政文書の送達
などの行政連絡
②自治会等実態調査
及び報告会の開催

①業務委託の契
約件数
②自治会等実態
調査報告回数
（庁内､葵・駿河
区、清水区開催）

①５件

②３回

①５件

②１回

一
般
15,066 ― 14,645 0.3 0.0

①滞りなく行政
連絡が行われて
いる地区数
②全体実態調査
報告会参加者満
足度
③連合自治組織
会長への報告率

①５地
区

②85％
③
100％

①５地
区

②-
③-

①５地
区

②-
③-

①５地
区

②-
③-

①安倍５地区に地区センターが設
置され、滞りない行政連絡が行わ
れていることが行政サービスの維
持に寄与すると判断し、地区数を
目標値として設定した。
②自治会等関係に現状の情報共
有をすることが重要であり、参加者
が満足(＝理解）した割合を目標値
とした。
③今後の各自治会等の課題解決
のキーマンである連合自治組織会
長への報告を目標値とした。

①５地
区
②‐
③
100％

①A
②‐
③A

A

①計画どおり安倍５地区との行政
連絡を遅滞なく実施することがで
きた。
②新型コロナウイルス感染症の影
響により、自治会等への報告会を
開催できなかったが、結果報告書
を全自治会に配布すると共に、代
替として、アンケート結果から明ら
かになった課題に対する好事例の
共有のため冊子等を作成・配布
し、業務を適正に実施した。

①引き続き、安倍５地区との行政
連絡が行われるよう取り組んでい
く。
②アンケート結果の報告とともに、
そのアンケート結果から見えてきた
自治会等の課題解決に向けた取
組の共有を行うため、次年度にお
いても引き続き好事例等の冊子の
作成を行う。

市
民
自
治
推
進
課

2
連合自治組
織運営費補
助金

～
補助等
（交付先）

自治会・町内会等相
互の連携を強め、そ
の活動を促進する取
組を支援することによ
り、住民自治の振興に
寄与する。

連合自治組織の円滑
な運営を支援するた
めの補助金交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
39,653 ― 39,622 0.6 0.0

計画どおり事業
を実施した団体
数

82団体 82団体 82団体 82団体

補助金交付により、計画どおり事
業実施できることが住民自治の振
興が図られていると判断し、計画
どおり事業を実施した団体数を目
標値とした。
（補助金交付団体数：市・３区・78
学(地)区）

82団体 A A
計画どおり補助金を交付すること
で、連合自治組織の円滑な運営を
支援した。

単位自治会等の活動を支援する
連合自治組織の円滑な運営を支
援するため、今後も実情に即した
補助金を交付していく。

市
民
自
治
推
進
課

3
集会所建設
費補助金

S 50 ～
補助等
（交付先）

地域活動の拠点を整
備することで、住民自
治の振興と地域住民
の連帯意識の向上を
図る。

集会所を整備する自
治会・町内会への補
助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②要望のとりまと
め

①遅滞
なく補助
金を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

一
般
147,000 ― 136,711 1.0 0.0

新築(大規模改
築)の補助金申
請対応率

100％
（４件）

100％
（４件）

― ―

自治会等の要望に対応すること
で、地域の活動拠点が整備され、
住民自治の振興が図られると判断
し、補助金申請対応率を目標値と
した。

100％
（４件）

A A
計画どおり補助金を交付すること
で、地域の活動拠点が整備され
た。

築30年超の老朽化した集会所が
数多くあり、建替等の要望が増加
することが予想される。
限られた財源の中で計画的に整
備できるよう自治会等の要望状況
を引き続き把握しながら事業実施
に努めていく。

市
民
自
治
推
進
課

4
防犯灯設置
費補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

夜間における市民の
交通の安全と犯罪の
防止を図り、明るく住
みよいまちづくりを推
進する。
環境への負担が少な
い防犯灯を普及する
ことで、省エネ社会の
実現に寄与する。

①補助金交付事務の
円滑な実施
②防犯灯のLED化

①遅滞なく補助金
を交付
②LED化灯数

①遅滞
なく補助
金を交付
②2,500
灯

①遅滞なく
補助金を交
付
②2,280灯

一
般
45,838 ― 41,768 1.1 0.6

①防犯灯LED化
率

②消費電力削減
量
（Ｈ24対比）

①
87.6%

②235
万
kW/h

①
83.1％
②220
万
kw/ｈ

①
78.１%
②205
万kW/
ｈ

①
71.2%
②185
万kW/
ｈ

2022年度末にLED化率91％の目
標計画に合わせて設定した。
また、LED化の進捗に合わせた消
費電力削減量を目標値として設定
した。

①
87.7％
②234
万
kw/ｈ

①A
②A

A

予定より、更新灯数が少なく、消費
電力削減量は計画を若干下回っ
たが、LED化率は計画を上回り、
省エネ社会の実現に寄与すること
ができた。

地域の安心安全及びLED化推進
に寄与できるよう自治会等からの
新設及び更新の各要望状況を把
握し、計画的に事業を実施してい
く。

市
民
自
治
推
進
課

5
防犯灯維持
費補助金

H15 ～
補助等
（交付先）

夜間における市民の
交通の安全と犯罪の
防止を図り、明るく住
みよいまちづくりを推
進する。

公衆のために地域が
設置した防犯灯を維
持する自治会・町内会
等への補助金交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
121,800 ― 106,323 1.1 0.0

　防犯灯の適切
な維持管理

46,423
灯

45,923
灯

44,952
灯

44,731
灯

令和２年度の実績＋令和３年度自
治会新設予定数(500灯）を目標値
として設定した。

45,972
灯

A A
計画どおり事業を実施することで、
事業目的が達成できた。

今後も地域が設置した防犯灯を維
持できるよう、引き続き補助金を交
付していく。

市
民
自
治
推
進
課

6

コミュニティ
活動用具等
整備事業補
助金

S 63 ～
補助等
（交付先）

住民の交流を深める
ための祭りや郷土に
伝わる芸能の保存を
行う活動又は地域住
民に情報の提供を行
う事業を推進すること
により、地域住民の交
流を深める。

行政情報や地域情報
を掲出する場又は活
発な住民の交流を促
すため、コミュニティ活
動用具を整備する自
治会・町内会への補
助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②要望のとりまと
め

①遅滞
なく補助
金を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

一
般
6,553 ― 3,913 0.8 0.0

　補助金申請対
応率

100%
（21件)

100%
（22件)

― ―

自治会等の要望に対応すること
で、地域活動の活性化、振興が図
られると判断し、補助金申請対応
率を目標値とした。

100％
（27件）

A A
自治会等の要望どおり補助金を交
付し、自治会等のコミュニティ媒体
を整備することができた。

積極的に本補助金が利用されるよ
う自治会等に周知すると共に、自
治会等からの要望状況を把握し、
補助金を交付していく。

市
民
自
治
推
進
課

7
地域連絡事
務

S 47 ～

補助等
（委託・交
付先）

行政情報の定期的な
発信を行い、市と地域
住民との連絡を密に
し、協働によるまちづ
くりの推進に資する。
また、地域活動に長
年貢献された方の功
績を称える。

①行政文書を自治会
等を通じて市民に提
供
②行政文書の配付を
行う自治会等への交
付金交付
③地域活動に貢献さ
れた方に対する表彰
式の開催

①業務委託の契
約件数
②交付金交付事
務の円滑な実施
③対象者の選出
率

①３件
②遅滞
なく交付
金を交付
③100％

①３件
②遅滞なく
交付金を交
付
③98％

一
般
175,506 ― 169,815 1.0 0.3

①行政文書の配
付等行政連絡事
務を嘱託した団
体数
②表彰式の実施

①685
団体

②実施

①684
団体

②実施

①686
団体

②実施

①686
団体

②実施

①嘱託団体数を維持することが行
政連絡ができていると解釈し、当
該団体数を目標値として設定し
た。
②対象者を漏れることなく選出し、
その方に敬意を証する形として表
彰式があるので実施することを目
標値とした。

①683
団体
②実施

①A
①A

A

①自治会等を通じた地域連絡事
務により、市政に関する情報を発
信することができた。
②予定どおり対象者を把握し、表
彰することができた。

①自治会から、行政の回覧物が多
いとの意見があるため、配付文書
の庁内ルールを徹底し、自治会等
の負担軽減及び効果的な情報発
信に努めていく。
②引き続き、潜在候補者リストを作
成し、対象者の漏れがないよう、事
務の適正な執行に取組んでいく。
また、実施に当たっては新型コロ
ナウイルス感染症拡大防止対策を
講じたうえで開催する。

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

市
民
自
治
推
進
課

8
遺家族援護
事業

～

市
（直営・委
託）

戦争犠牲者への追悼
及び陸軍墓地施設の
管理維持を行い、悲
惨な戦争を風化させ
ず、平和を祈念する。

①追悼式の開催
②旧陸軍墓地の管理

①追悼式の実施
②樹木剪定の実
施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
2,687 ― 2,655 0.5 0.6

①追悼式の参加
者数
②管理瑕疵によ
る事故件数

①220
人
②0件

①246
人
②0件

①558
人
②0件

①513
人
②0件

①高齢化が進み、参加者が減少
する中、500人を最低ラインとする
ところ、新型コロナウイルス感染症
対策を講じる必要があることから、
席の間隔等を考慮した220人を目
標とする。
②適正な施設管理をもって事業目
的を達成することから事故件数を
目標値として設定した。

①226
人
②0件

①A
②A

A

①新型コロナウイルス感染症を踏
まえた参加人数で、予定どおり開
催することができた。
②計画どおり事業を実施すること
で、事業目的が達成できた。

①戦争の記憶の風化が危惧され
る中、戦争と平和を考える場となる
よう本式典等を広く周知し、若い世
代が参加できる仕組みを検討して
いく。
②墓石類の老朽化、樹木の巨大
化等により維持管理経費の増加が
見込まれるため、更なる予算確保
に努め、計画的な樹木剪定など事
業を実施していく。

市
民
自
治
推
進
課

9
清水忠霊塔
等撤去事業

Ｒ 1 ～ Ｒ 3
市

（直営・委
託）

老朽化した清水忠霊
塔等を撤去し、安心
安全を確保するととも
に、新たな祈念モニュ
メントを設置し、戦争
を風化させず、平和を
祈念する。

清水忠霊塔等の撤去
及び祈念モニュメント
の設置

清水忠霊塔等の
撤去及び祈念モ
ニュメントの設置

実施 実施
一
般
92,824 92,824 88,787 0.1 0.0

年次計画の完全
実施（解体工事=
完了）

完全実
施

実施設
計：完
了
解体工
事：契
約完了

― ―

老朽化している清水忠霊塔等が
計画どおりに解体されることが地
域住民等の安心安全を担保でき
るため。

実施 A A
計画どおり清水忠霊塔の解体及
び跡地の整地ができ、地域住民等
の安心安全を担保できた。

―

市
民
自
治
推
進
課

10
特別弔慰金
支給事務

Ｒ 2 ～ Ｒ 5
市

（直営）

今日の日本の平和と
繁栄の礎となった戦
没者等の尊い犠牲に
思いをいたし、国とし
て改めて弔意の意を
表すため、戦没者等
のご遺族に特別弔慰
金を支給する。

①特別弔慰金の請求
書の受付及び進達
②国債の受領及び交
付

①請求書類の進
達
②国債の交付

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般

609 ― 392 1.0 7.6

①請求分の県へ
の進達
②誤りのない交
付

①
100％
②
100％

０件 ― ―

請求書受付後、漏れなく県へ進達
することで県による審査等を経て、
特別弔慰金(国債）支給となるた
め。

①
100％
②
100％

A A

①申請のあった特別弔慰金につ
いて、漏れなく県に進達をした。
②国債の公布について、請求者
等に対し誤りなく交付した。

R5.3.31までの請求期限であること
の周知を行う。

市
民
自
治
推
進
課

11
遺族会補助
金

-
補助等
（交付先）

戦没者の慰霊、追悼
を通じて戦争の悲惨さ
と平和の尊さを後世に
伝える活動を支援し、
もって平和思想の高
揚に資する。

戦没者の慰霊及び追
悼に関する事業を実
施する遺族会に対し
ての補助金交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
2,301 ― 2,292 0.1 0.1

計画どおり事業
を実施した団体
数

４団体 ４団体 ４団体 ４団体

補助金の交付により各団体が計画
どおり事業の実施ができたことで、
事業目的達成の一助となることか
ら交付団体数を目標値として設定
した。

４団体 A A
補助金の交付により、各団体の計
画事業が実施され、事業目的が達
成できた。

各団体の運営が円滑に行われる
よう今後も補助金交付事務を実施
していく。

市
民
自
治
推
進
課

12
戦災遺族会
補助金

-
補助等
（交付先）

戦災死没者の慰霊、
追悼を通じて戦争の
悲惨さと平和の尊さを
後世に伝える活動を
支援し、もって平和思
想の高揚に資する。

戦災死没者の慰霊及
び追悼に関する事業
を実施する戦災遺族
会に対しての補助金
交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

69 ― 69 0.1 0.1
計画どおり事業
を実施した団体
数

１団体 １団体 １団体 １団体

補助金の交付により団体が計画ど
おり事業の実施ができたことで、事
業目的達成の一助となることから
交付団体数を目標値として設定し
た。

１団体 A A
補助金の交付により、各団体の計
画事業が実施され、事業目的が達
成できた。

各団体の運営が円滑に行われる
よう今後も補助金交付事務を実施
していく。

市
民
自
治
推
進
課

13
原水爆被害
者の会補助
金

-
補助等
（交付先）

原水爆被害者の慰霊
等を通じて核兵器の
恐ろしさと平和の尊さ
を後世に伝える活動
を支援し、もって平和
思想の高揚に資す
る。

原水爆被害者の慰霊
等に関する事業を実
施する原水爆被害者
の会に対しての補助
金を交付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

236 ― 236 0.1 0.1
計画どおり事業
を実施した団体
数

１団体 １団体 １団体 １団体

　補助金の交付により団体が計画
どおり事業の実施ができたことで、
事業目的達成の一助となることか
ら交付団体数を目標値として設定
した。

１団体 A A
補助金の交付により、各団体の計
画事業が実施され、事業目的が達
成できた。

各団体の運営が円滑に行われる
よう今後も補助金交付事務を実施
していく。

市
民
自
治
推
進
課

14
災害見舞金
交付事業

～
市

（直営）

災害により被害を受け
た市民に対し災害見
舞金を交付する。

災害見舞金の交付 対象者の把握 実施 実施
一
般
4,900 ― 3,360 0.8 0.0

対象者への交付
率

100% ― ― ―

災害見舞金交付対象者を漏れる
ことなく交付することが目的である
ことから災害見舞金の交付を目標
値とした。

100% A A
災害見舞金の対象となる全ての被
災者を把握し、災害見舞金対象者
に漏れなく交付することができた。

今後も被災者への確実な支援を
実施していく。

市
民
自
治
推
進
課

15
市民活動促
進事業

-

市
（直営・委
託）

市民活動を促進する
ことによって、市民自
治によるまちづくりに
寄与する。

①市民活動センター
の運営
②市民活動促進協議
会の開催

①モニタリング調
査の実施回数
②センター連絡会
議開催数
③市民活動促進
協議会開催数

①１回
②６回
③３回

①１回
②６回
③４回

一
般
66,875 ― 64,901 2.5 1.0

①市民活動セン
ター利用者数
②市民活動セン
ター利用登録団
体数
③市民活動セン
ター利用者満足
度調査で「満足」
等と回答した人
の割合
④認定及び特例
認定ＮＰＯ法人
数

①
47,255
人
②
1,115
団体
③95%
④14団
体

①
34,848
人
②
1,115
団体
③95%
④14団
体

①
62,506
人
②
1,095
団体
③96%
④12団
体

①
65,359
人
②
1,061
団体
③90%
④12団
体

①新型コロナウイルス感染症の影
響による利用者数の減少を踏ま
え、平成31年３月と令和３年３月利
用者数の減少率（72.3％）を平成
30年実績値に乗じて目標値を設
定した。
②前年度実績が第３次静岡市市
民活動促進基本計画のＲ４成果目
標を超えたため、前年度実績の維
持を目標とした。
③過去３年間の平均の実績値と前
年度の実績値のうち高い値を目標
値として設定した。
④第３次静岡市市民活動促進基
本計画のＲ４成果目標を前倒しし
て設定した。

①
39,451
人
②
1,143
団体
③95%
④14団
体

①B
②A
③A
④A

A

①については新型コロナウイルス
による緊急事態宣言やまん延防止
等重点措置等の影響もあり成果指
標を達成できなかったものの、②
③④については成果指標を達成
し、より多くの市民活動の促進が
図られたため。

市民活動団体については、コロナ
禍の活動自粛による団体の活動
縮小、人材や活動資金の不足、組
織の継続性等についての課題が
深刻化している。その活動を支援
するため、市民活動センターにお
いて、啓発講座、人材・団体育成
講座、啓発イベントを通じた運営
支援を実施し、市民活動団体が十
分な力を発揮できる環境を整え
る。



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

市
民
自
治
推
進
課

16
協働事業促
進事業

-
市

（委託）

市と市民活動団体の
協働を促進することに
よって、社会的課題の
より効果的な解決を図
る。

①協働パイロット事業
の実施
②職員への啓発

①ＮＰＯ向け説明
会開催回数
②職員研修会開
催回数

①２回
②１回

①２回
②１回

一
般
2,558 ― 2,102 0.5 0.0

①パイロット事業
応募提案数
②市と市民活動
団体の協働事業
数

①10件
②272
件

①10件
②222
件

①６件
②264
件

①11件
②257
件

①過去３年間の平均の実績値と前
年度の実績値のうち高い値を目標
値として設定した。
②過去３年間の平均の実績値と前
年度の実績値のうち高い値を目標
値として設定した。（前年度にコロ
ナ禍が原因で中止した事業50件
を実施件数に含めた上で目標を
設定している。）

①７件
②237
件

①B
②B

B

①について応募提案数は成果指
標を下回ったものの、協議のうえ
取り下げとなったものを含めた総
応募数は12件であり募集規模は
前年度を維持したため。
また、②については新型コロナウイ
ルスの影響により45件の事業が中
止したことで目標値に届かなかっ
たが、その影響を除けば指標の達
成ができていたため。

市民協働の推進にあたっては市
職員が協働の重要性を理解し、積
極的に取り入れていく必要がある
ことから、研修等を通じた職員の
協働意識の醸成に取り組む。

市
民
自
治
推
進
課

17
市民活動支
援システム
運用等業務

H30 -
市

（委託）

市民が自分の住む地
域で行われている、ま
ちづくり活動に参加を
促すための情報を提
供する。

静岡市市民活動ポー
タルサイト「ここから
ネット」の運用

①定期報告による
アクセスレポートの
報告確認回数
②特集記事の掲
載

①12回
②２回

①12回
②２回

一
般
2,839 ― 2,889 0.5 0.0

静岡市市民活動
ポータルサイト
「ここからネット」
の
①年間総アクセ
ス件数
②情報を公開し
ている団体数

①
172,80
5件
②702
団体

①
172,80
5件
②702
団体

①
182,80
0件
②744
団体

①
144,40
0件
②691
団体

①②コロナ禍によるイベント数の減
少や団体の解散等の影響を鑑
み、前年度実績の維持を目標とし
た。

①
152,69
1件
②728
団体

①B
②A

B

市民活動団体に対して積極的に
団体情報の登録を促したことで②
については成果指標を達成したも
のの、①については成果指標を下
回ったため。

新型コロナウイルス感染症の影響
によって市民活動団体の活動が
停滞したこともあり、掲載情報の更
新頻度低下が課題となっている。
ボランティア情報の登録等を積極
的に行う等、情報の更新に努めて
いく。

市
民
自
治
推
進
課

18

ふるさと応
援寄附金等
によるNPO
等指定寄附
事業

Ｒ 2 -
補助等
（交付先）

社会的課題に取り組
む市民活動団体等と
寄附者の応援したい
気持ちを繋ぐ架け橋
に本市がなることで、
活力ある地域づくりの
促進を図る。

ふるさと応援寄附金等
によるＮＰＯ等を指定
した寄附制度を活用
し、市民活動団体等
に補助金を交付する。

①団体の募集及
び審査
②個別相談会の
実施

①実施
②実施

①実施
②実施

一
般
55,346 ― 9,183 0.5 0.0

寄附募集を行っ
たプロジェクト数

17件 16件 ― ―
団体の対象を拡大したことに伴
い、前年度実績に対し１件増を目
標とした。

８件 C B

成果指標は達成しなかったもの
の、当制度により寄附の募集を
行った８件全てのプロジェクトが実
現される見込みであるため。

制度を利用した市民活動団体か
ら、利用に係る負担や制約、使い
にくさを指摘する声があるため、よ
り活用しやすい制度となるよう改善
を図る。

市
民
自
治
推
進
課

19
臨時特別給
付金給付事
業

Ｒ 3 ～ Ｒ 4
市

（直営）

新型コロナウイルス感
染症の影響が長期化
する中、速やかに生
活・暮らしの支援を受
けられるよう、住民税
非課税世帯等に対し
て臨時特別の給付金
を支給

・確認書。申請書の適
正な審査
・給付金の支給

①確認書、申請書
の適正な審査
②給付金の支給

①②実
施

①②実施
一
般

8,445,268 ― 5,967,213 10.0 0.0
支給決定者への
給付率

100% ― ― ―

速やかに生活・暮らしの支援を受
けられるよう、迅速かつ的確に給
付することが目的であることから支
給決定者への給付率を目標とし
た。

100% A A
支給決定者に給付を実施すること
ができた。

家計が急変した世帯への給付に
ついては、対象となる世帯へ周
知・広報ができるよう、様々な方法
を考え、進めていく。

男
女
共
同
参
画
課

20
男女共同参
画行動計画
推進事業

H16 ～
市

（直営）

男女共同参画社会の
実現のため、男女共
同参画行動計画等に
基づき施策の推進を
図る。

①男女共同参画審議
会の開催
②第３次静岡市男女
共同参画行動計画、
静岡市DV防止基本計
画及び静岡市女性活
躍推進計画の進捗状
況調査
③男女共同参画推進
員研修会の開催
④市民意識調査・女
性の労働実態調査

①審議会開催回
数
②第３次静岡市男
女共同参画行動
計画、静岡市DV
防止基本計画及
び静岡市女性活
躍推進計画の進
捗状況調査の実
施、HP公表
③推進員研修会
開催回数
④市民意識調査・
女性の労働実態
調査の実施

①３回
②完了・
公表
③１回
④各１回

①３回
②完了・公
表
③１回
④各１回

4,506 ― 3,659 0.8 0.0

第３次静岡市男
女共同参画行動
計画の重点目標
に沿って実施し
た事業の実施割
合

80% 95.5% 100% 100%

第３次静岡市男女共同参画行動
計画の４つの重点目標に登載した
R3の123事業の実施割合につい
て、評価基準等の見直しを行った
ため80%を目標値として設定した。

89.4% S S

・概ね第３次静岡市男女共同参画
行動計画の４つの重点目標に
沿って事業を実施することができ
た。

・行動計画の進捗状況調査の評
価基準等の見直しを行い、引き続
き計画の着実な推進を図ってい
く、

男
女
共
同
参
画
課

21
男性相談事
業

H20 ～
市

（直営）

男性が性別役割分担
意識に縛られ様々な
悩みを抱えているな
か、相談者自身にお
いて解決の糸口を見
つけられるよう支援を
行う。

①男性相談員による
男性向けの電話相談
の実施
②男性相談員向け研
修会の開催

①開設日数
②研修会開催回
数

①23日
②３回

①23日
②３回

320 ― 212 0.1 0.0
男性相談の適切
な実施

実施
実施
（83件）

実施
（80件）

実施
（96件）

相談者の悩みの解決を支援する、
相談の適切な実施を指標として設
定した（相談の適切な実施がなさ
れているかについては、ケース記
録により確認する。）。

実施
（80件）

A A
・相談員のスキルアップのための
研修を実施し、計画通り相談事業
を実施することができた。

・継続的な相談者が一定程度お
り、新規の相談に対応しにくい状
態となっているため、相談体制を
検討していく。
・男性相談員の高齢化、担い手不
足のため、相談員養成講座の実
施に向けて検討していく。



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

男
女
共
同
参
画
課

22
男女共同参
画啓発事業

～

市
（直営・委
託）

男女共同参画社会の
実現のため、地域、学
校、庁内における啓
発活動を実施し、男
女共同参画社会への
理解を深める。

①男女共同参画・暴
力防止に関する講
座、講演会、市職員研
修会の開催、啓発展
示の実施
②男女共同参画情報
誌パ・ザ・パの発行
③中学１年生対象の
男女共同参画啓発冊
子の発行
④小中学校対象出前
講座の開催

①講座、講演会、
研修会開催回数、
展示の実施回数
②情報誌の発行
回数
③啓発冊子の発
行回数
④学校出前講座
の開催回数

①15回
②１回
③１回
④11回

①14回
②１回
③1回
④20回

1,833 ― 1,477 0.2 0.2 受講者理解度 93.0% 90.4% ― ―

講座内容を理解してもらうことが必
要と考え、R２に指標を満足度から
理解度へ変更した。
受講者アンケートの理解度の直近
３か年の実績を踏まえて目標値を
設定した。

94.6% A A
・計画に沿って講演会・講座や学
校出前講座を実施し、目標値を達
成した。

・引き続き、講演会・講座内容を情
勢に合致した内容に見直しながら
男女共同参画の推進を図ってい
く。
・市民意識調査結果におけるジェ
ンダーギャップの状況を踏まえ、
男性の家事育児に関する啓発を
実施していく。

男
女
共
同
参
画
課

23
静岡市女性
団体連絡会
補助金

S 47 ～
補助等
（交付先）

地域活動の活性化や
女性のネットワークづ
くりを行う静岡市女性
団体連絡会の活動を
支援し、地域・家庭に
おける男女共同参画
の推進の担い手を育
成する。

男女共同参画社会の
実現に向けた意識啓
発、女性団体の組織
拡充と指導者の育成
などを目的とした活動
に要する経費への補
助

①補助金交付事
務の円滑な実施
②市女性団体連
絡会の活動支援
の実施

①遅滞
なく補助
金を交付
②実施

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施

261 ― 261 0.1 0.0
事業計画に基づ
く事業の実施

100% 100% 100% 100%
市女性団体連絡会の事業計画に
沿って実施した５事業の実施割合
100％を目標値として設定した。

100% A A

・新年市女連大会、その他イベント
等は、新型コロナ感染症拡大防止
のため中止となったが、その他の
事業は規模を縮小しながら実施す
ることができた。

・地域活動の活性化、地域女性団
体のネットワーク拡充を図る団体
の活動がさらに活性化するよう、引
き続き支援していく。

男
女
共
同
参
画
課

24
女性の活躍
応援プロ
ジェクト

H 27 ～

市
（直営・委
託）

女性の輝くまちしずお
かの実現を目指し、女
性の職業生活におけ
る活躍を推進する。

①官民連携会議の開
催
②女性活躍ブランドの
認定
③ダイバーシティin静
岡の開催
④メンターカフェの開
催

①官民連携会議
開催回数
②女性活躍ブラン
ド商品の認定数
③ダイバーシティ
in静岡開催回数
④メンターカフェ
開催回数

①１回
②８件
③３回
④３回

①１回
②４件
③２回
④３回

1,675 ― 1,363 1.3 0.0

①参加したこと
で仕事に対して
前向きになった
人の割合
②参加したこと
で女性の活躍推
進に取り組む
きっかけとなった
割合

①
98.0％
②
83.9％

①
97.2％
②
66.7％

①
98.6％
②
90.9％

①
90.9％
②
94.0％

①メンターカフェ、②ダイバーシ
ティ等の参加者に対して実施する
アンケートの直近３か年の平均値
とR2実績を踏まえて設定した。

①
98.2％
②
83.3％

①A
②A

A
・情勢に合致したテーマやメンター
を設定したことにより概ね目標を達
成した。

・女性活躍推進には、企業の働き
方改革や男性の意識改革が重要
であるため、ダイバーシティin静岡
について、引き続き経営者層や男
性社員への働き掛けを行ってい
く。

男
女
共
同
参
画
課

25
女性相談プ
ラットフォー
ム運営事業

Ｒ 3 ～
市

（委託）

静岡市女性会館相談
室の機能を補完し、相
談者を支える仕組とな
るプラットフォームを運
営し、様々な課題・困
難を抱える女性を支
援していく。

相談者の自立に結び
付くサポートとして関
係機関や民間サービ
スへの同行支援を行
う。
困難を抱える女性の
ための居場所兼サ
ポート窓口を女性会館
に開設する。
各機関との調整を行う
コーディネーターを配
置する。

①関係機関、民間
サービスへの同行
支援
②居場所兼サ
ポート窓口の開設

①年間
24時間
程度
②年間
12回

①24時間程
度
②年間12回

1,200 ― 1,144 0.1 0.0

①関係機関や民
間サービスへの
同行支援の適切
な実施
②居場所兼サ
ポート窓口の参
加者満足度

①実施
②80％

①-
②-

①-
②-

①-
②-

①関係機関や民間サービスへの
同行支援の適切な実施を目標値
として設定した（同行支援の適切
な実施がなされているかについて
は、受託者から報告を受けるととも
に、ケース記録で確認する）。
②新規事業であるため、概ね８割
を成果目標に設定し、効果を測
る。

①
実施
②
98.6％

①A
②A

A

・法律相談など17件の同行支援を
行った。居場所兼サポート窓口で
は、心を落ち着かせる会場設営、
スタッフの対応により、参加者の満
足度を高くすることができた。

・同行支援は令和４年度から女性
会館の女性相談事業の中に位置
づけ実施するため、居場所兼サ
ポート窓口の開設事業者との連
携・調整を行っていく。

男
女
共
同
参
画
課

26
ＬＧＢＴＱフ
レンドリー推
進事業

H31 ～

市
（直営・委
託）

性の多様性の無理解
により性的少数者へ
の偏見や差別がある
ため、市民啓発や当
事者の困難解消を図
る。

①交流会の開催
②職員研修会の開催
③窓口対応マニュア
ルの更新
④企業ガイドラインの
策定
⑤パートナーシップ宣
誓制度の制定

①交流会開催回
数
②職員研修会開
催回数
③マニュアル更新
④ガイドライン策
定
⑤パートナーシッ
プ宣誓制度の制
定

①11回
②２回
③１回
④１回
⑤制定

①10回
②２回
③１回
④１回
⑤制定

1,233 ― 1,216 0.4 0.0

①交流会におけ
る参加者満足度
②職員研修会の
理解度

①
87.0％
②
95.0％

①
89.9％
②
90.4％

①
83.3％
②
-

①
－
②
-

①直近２か年の平均値を上回る数
値を目標値に設定した。
②成果指標を職員研修会の理解
度に変更し、直近３か年を踏まえ
て設定した。

①
93.3％
②
97.4％

①S
②A

A

・交流会事業のうち、にじいろ成人
式（１回）はコロナの影響で中止と
なったが、その他の事業は実施す
ることができた。
・パートナーシップ宣誓制度を制
定した。

・引き続き、性的少数者の困難解
消に努めていく。また、市民、学
校、企業等へパートナーシップ宣
誓制度の周知と性の多様性につ
いての理解促進に努めていく。



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

男
女
共
同
参
画
課

27
女性会館運
営管理

H 4 ～

市
（直営・委
託）

男女共同参画社会実
現のための拠点施設
である女性会館を管
理運営し、男女共同
参画に係る各種事業
を通して市民に広く啓
発するとともに、女性
をとりまく諸問題の解
決に取組む市民グ
ループの活動を支援
する。

①指定管理者との協
定の締結、男女共同
参画に関する講座の
開催、団体活動の支
援、情報収集発信の
ための図書コーナー
の運営、施設管理
②女性会館相談室の
開設：女性のための総
合相談・法律相談、Ｌ
ＧＢＴQ相談の実施
③指定管理事業の年
度評価の実施

①モニタリング実
施回数
②月例、年度報告
書確認・検査件数
③年度評価の実
施

①１回
②13件
③完了

①1回
②13件
③完了

一
般
100,556 ― 99,798 1.0 0.0

①新規利用者数
（学校出前講座
を除く）
②講座受講者の
満足度
③図書コーナー
の図書貸出冊数
④女性相談の適
切な実施

①400
人
②
96.0％
③
13,250
冊
④実施

①268
人
②
95.0％
③
16,583
冊
④実施
（1,938
件）

①454
人
②
96.6％
③
11,259
冊
④実施
（1,834
件）

①330
人
②
96.5％
③
11,912
冊
④実施
（1,725
件）

①協定書の数値を目標値として設
定した。
②直近３か年の平均値を目標値
に設定した。
③令和２年度の実績値が中央図
書館改修に伴う増加分があること
を勘案し、過去３年間の平均値を
目標値に設定した。
④相談の適切な実施を指標として
設定した。（相談の適切な実施が
なされているかについては、拡大
ケースカンファレンスに出席すると
ともに、ケース記録を抽出し確認
する）。

①220
人
②
97.2％
③
16,396
冊
④実施
(1,922
件）

①C
②A
③S
④A

A

・新型コロナウイルス感染症の影
響により、講座定員を減らしたこと
などから、新規利用者数は目標値
に届かなかったが、その影響を除
けば講座受講者からの高い満足
度という成果を得られ、また図書
コーナーの図書貸出冊数がSと
なったため、評価はAとした。

・コロナ禍において講座定員を縮
減しているため、新規利用者の増
加が困難であるが、SNS等を積極
的に活用し、講座・相談等を実施
することにより、これまで女性会館
を利用したことがない潜在利用者
層を掘り起こし、男女共同参画の
拠点施設としての機能をさらに充
実させていくよう、指定管理者と協
議等を行っていく。

生
涯
学
習
推
進
課

28

静岡シチズ
ンカレッジ
こ・こ・に推
進事業

H28 -
市

（直営）

庁内各課で実施する
人材養成事業を束
ね、共通の方針や仕
組みを整備すること
で、一体的に市民と行
政との協働によるまち
づくりを担うシチズン
シップに富んだ人材
を養成する。

①一体的な広報
②講座の統一感創出

①市民向けの事
業周知に利用した
手法数
②シチズンシップ
部会の開催回数

①８手法
②３回

①８手法
②３回

一
般
2,992 ― 1,620 1.5 0.2

①「静岡シチズ
ンカレッジ こ・こ・
に」を受講した人
のうち、シチズン
シップが身につ
いた人の割合
②修了者数

①
99.0%
②399
人

①
98.5%
②262
人

①
99.0%
②327
人

①
94.9%
②406
人

①直近３か年の平均値と前年度実
績を比較し高い方を基に設定し
た。
②令和３年度当初講座定員に第３
次行財政改革後期実施計画の指
標である修了率（修了者数／定
員）83%（行革前期３か年平均値
82.7%の小数点以下を切り上げた
数値）を乗じた数値とした。

①
98.5%
②357
人

①A
②B

A

新型コロナウイルス感染症の影響
により、２講座が中止となり、成果
指標②はB評価となったが、成果
指標①は概ね目標を達成し、総合
的にみて地域や社会のために行
動したいという高い意識を持った
人材を当初のねらいどおり量的に
も質的にも養成することができた。

受講生の減少への対応、参加し
やすい学習環境（時間や場所等）
の改善、修了生の活動参加への
促進、ポストコロナ社会に合った講
座形態での実施等の課題に対し、
新規受講者の開拓や対象講座の
追加の検討、修了生の活動相談
の強化、各講座のデジタル化（オ
ンラインとの併用等）等を充実させ
ていく。

生
涯
学
習
推
進
課

29 人材養成塾 H 3 -
市

（直営）
地域やまちづくりを担
う人材を養成する。

地域デザインカレッジ
（自治会・町内会編）
の開催

地域デザインカ
レッジ（自治会・町
内会編）の開催

実施 実施
一
般
4,863 ― 1,818 1.5 0.3

①人材養成塾を
受講した人のう
ち、シチズンシッ
プが身についた
人の割合
②地域デザイン
カレッジ（自治会
編）の修了生数

①100%
②15人

①100%
②12人

①100%
②14人

①
98.9%
②17人

①②直近３か年の平均値と前年度
実績を比較し高い方を基に設定し
た。

①100%
②6人

①A
②C

A

新型コロナウイルス感染症の影響
により、成果指標②はC評価となっ
たが、成果指標①は目標を達成
し、総合的にみて地域や社会のた
めに行動したいという高い意識を
持った人材を養成うすることができ
た。

新型コロナウイルス感染症の影響
で受講生の確保に困難があるた
め、過去の修了生の活動状況報
告会、情報交換会及び公開講座
を行うことで、広く参加を促すととも
に、修了生のその後の活動の進
捗を把握し、受講生の課題解決に
もつなげていく。

生
涯
学
習
推
進
課

30

高校生まち
づくりスクー
ル（ビジネス
編）

H 31 -
市

（直営）

高校生の地域社会へ
の参加を促し、まちづ
くりの担い手となる人
材を育成する。

高校生まちづくりス
クール（ビジネス編）の
開催

高校生まちづくり
スクール（ビジネス
編）の開催

実施 実施
一
般
1,305 ― 1,216 0.8 0.3

受講した人のう
ちシチズンシッ
プが身についた
人の割合

100% 100% 95.5% ―
直近２か年の平均値と前年度実績
を比較し高い方を基に設定した。

100% A A

目標を達成し、当初のねらいどお
り、量的にも質的にも地域や社会
のために行動したいという高い意
識を持った若者の人材を養成する
ことができた。

講座修了後の事業化や起業等に
向けて活動フォローや起業マッチ
ングなどの支援を行っていく。
講座の成果を検証するため、修了
生への追跡調査を実施する。

生
涯
学
習
推
進
課

31
大学連携事
業

H21 -
市

（直営）

大学との連携による学
習機会の提供により、
市民の専門化、高度
化した学習要求に応
える。

①市民大学リレー講
座の開催
②生涯学習施設・大
学共催公開講座の開
催

①市民大学リレー
講座の開催回数
②生涯学習施設・
大学共催公開講
座開催回数

①５回
②30回

①５回
②30回

一
般

290 ― 274 0.6 0.3
市民大学リレー
講座受講生満足
度

82.0% 82.0% 78.7% 83.8%
直近３か年の平均値と前年度実績
を比較し高い方を基に設定した。

81.3% A A

目標を概ね達成し、当初のねらい
どおり、量的にも質的にも、市民に
高度で専門的な学習機会・情報を
提供することができた。

生産年齢人口の参加を促すた
め、学習機会の対面とオンライン
のハイブリッドでの実施や各大学
のリカレント教育に関する情報提
供の強化に取り組んでいく。
令和６年度に市内にサテライトキャ
ンパス設置予定の静岡理工科大
学とも連携していく。

生
涯
学
習
推
進
課

32

生涯学習推
進事業(生
涯学習推進
審議会)

H 20 -
市

（直営）

第２次生涯学習推進
大綱に基づき、市の
生涯学習に関する施
策について、調査審
議し、総合的かつ計
画的に生涯学習の推
進を図る。

①第２次生涯学習推
進大綱の進捗管理
②生涯学習審議会を
開催し、生涯学習推
進大綱進捗状況等の
意見聴取

①第２次生涯学習
推進大綱後期計
画登載事業の進
捗確認事業数
②生涯学習推進
審議会の開催回
数

①148事
業
②４回

①148事業
②４回

一
般

684 ― 560 1.0 0.2
生涯学習施設の
利用者数（貸館）

96万人 58万人
114万
人

123万
人

新型コロナウイルス感染症の影響
による利用者数の減少を踏まえ、
平成31年３月と令和３年３月利用
者数の減少率（78％）を平成30年
度実績値に乗じて目標値を設定し
た。

81万人 B A

新型コロナウイルス感染症の影響
により、前年度に引き続き利用キャ
ンセルや利用者減少傾向があり、
利用者数は、目標値の84％の利
用にとどまったが、第２次大綱後期
計画搭載事業の進捗確認事業数
は目標を達成しており、審議会で
ワークショップや議論を経て年度
内に答申案を取りまとめることがで
きた。

令和４年度中に、審議会の答申及
び推進本部会、同幹事会、同作
業部会での意見等を反映しなが
ら、施設利用者の増加や市民の
生涯学習活動が活発化するような
第３次生涯学習推進大綱を策定
し、生涯学習の推進に取り組んで
いく。



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

生
涯
学
習
推
進
課

33
生涯学習セ
ンター運営
事業

-

市
（直営・委
託）

指定管理者のノウハウ
を活用しながら、市民
の生涯学習活動の場
を提供し、生涯学習
への支援・協力を行う
とともに推進を図る。

①各種講座等の開催
②市民が安心して利
用できる施設運営

①モニタリング実
施箇所数
②月例業務、年度
報告書確認件数
③翌年度協定締
結準備

①11箇
所
②13件
③完了

①11箇所
②13件
③完了

一
般
477,926 ― 470,778 2.3 0.2

①利用者満足度
（職員の応対）
②受講生満足度
③管理瑕疵によ
る事故

①
96.9％
②
92.3%
③０件

①
96.9%
②
92.3%
③０件

①
96.8%
②
92.0%
③０件

①
82.3%
②
92.3%
③１件

①②直近３か年の平均値と前年度
実績を踏まえて設定した。
※①については令和元年度から
アンケート実施方法を変更
③適正な施設の管理運営を目標
とするため瑕疵による事故０件を
目標として設定した。

①
97.7%
②
91.7%
③
０件

①A
②A
③A

A

新型コロナウイルス感染症防止対
策を徹底しつつ、職員が利用者に
丁寧に応対し、施設管理を適切に
行うことで、目標を概ね達成するこ
とができた。

新型コロナウイルス感染症の影響
で利用者が減少しているため、魅
力的な事業企画やサービス向上
によって新規利用者の獲得や利
用者層の拡大を図るとともに、安
全・安心・快適な施設運営のた
め、引き続き適切な対応を行って
いく。
・令和４年度は、利用者の利便性
向上のため貸館の優先予約方法
の見直しを行う。

生
涯
学
習
推
進
課

34
生涯学習交
流館運営事
業（清水区）

-

市
（直営・委
託）

指定管理者のノウハウ
を活用しながら、市民
の生涯学習活動の場
を提供し、生涯学習
への支援・協力を行う
とともに推進を図る。

①各種講座等の開催
②市民が安心して利
用できる施設運営

①モニタリング実
施箇所数
②月例業務、年度
報告書確認件数
③翌年度協定締
結準備

①21箇
所
②13件
③完了

①21箇所
②13件
③完了

一
般
522,494 ― 506,525 2.8 0.2

①利用者満足度
（職員の応対）
②受講生満足度
③管理瑕疵によ
る事故

①
89.2％
②
94.3%
③０件

①
89.2%
②
94.3%
③０件

①
88.1%
②
95.3%
③０件

①
86.4%
②
93.3%
③０件

①②直近３か年の平均値と前年度
実績を踏まえて設定した。
③適正な施設の管理運営を目標
とするため瑕疵による事故０件を
目標として設定した。

①
90.0%
②
94.7%
③
０件

①A
②A
③A

A

新型コロナウイルス感染症防止対
策を徹底しつつ、職員が利用者に
丁寧に応対し、施設管理を適切に
行うことで、目標を概ね達成するこ
とができた。

新型コロナウイルス感染症の影響
で利用者が減少しているため、魅
力的な事業企画やサービス向上
によって新規利用者の獲得や利
用者層の拡大を図るとともに、安
全・安心・快適な施設運営のた
め、引き続き適切な対応を行って
いく。

生
涯
学
習
推
進
課

35
生涯学習交
流館運営事
業（葵区）

-

市
（直営・委
託）

市民の生涯学習活動
の場を提供し、生涯学
習への支援・協力を
行うとともに推進を図
る。

①各種講座等の開催
②市民が安心して利
用できる施設運営（直
営館の維持管理業
務）

①講座回数
②施設維持点検
等業務の完了

①110回
②9業務

①116回
②９業務

一
般
15,340 ― 12,651 1.5 0.7

①受講生満足度
②管理瑕疵によ
る事故

①
96.0%
②０件

①
96.0%
②０件

①
96.0%
②０件

①
94.3%
②０件

①直近３か年の平均値と前年度実
績を踏まえて設定した。
②適正な施設の管理運営を目標
とするため瑕疵による事故０件を
目標として設定

①
96.0%
②０件

①A
②A

A

新型コロナウイルス感染症防止対
策を徹底しつつ、職員が利用者に
丁寧に応対し、施設管理を適切に
行うことで、目標を達成することが
できた。

新型コロナウイルス感染症の影響
や地域の人口減少により利用者が
減少しているため、魅力的な事業
企画やサービス向上によって新規
利用者の獲得や利用者層の拡大
を図るとともに、安全・安心・快適
な施設運営のため、引き続き適切
な対応を行っていく。
ＩＣＴの利用が生活の向上に繋がり
やすい山間地の生活において、
引き続き、「デジタルディバイドの
解消」を目的とした講座開催を重
点的に取り組む。

生
涯
学
習
推
進
課

36
生涯学習情
報システム
運営

H14 -
市

（直営・委
託）

施設予約のシステム
化により、事務の効率
化、迅速化とともに、
利用者の利便性向上
を図る。

予約システム及び機
器の賃借業務

定期報告によるシ
ステム稼働状況の
報告確認回数

12回 12回
一
般
6,779 ― 6,760 0.5 0.0

予約システムの
年間のシステム
稼働率（点検等
による計画的な
停止等を除く）
※利用者が施設
の空き状況をい
つでも確認でき
る状態

100% 100% 100% ―
直近２か年の平均値と前年度実績
を踏まえて設定した。

100% A A
施設予約システムは適正な点検・
運用により目標を達成することが
できた。

令和６年10月のシステム更改に向
けて、早ければ令和５年からシス
テム開発を行う必要があることか
ら、電子決裁やキャッシュレス決済
の導入などを含め、スポーツ振興
課と仕様についての協議を進めて
いく。

生
涯
学
習
推
進
課

37
まちづくり推
進事業補助
金

S 57 -
補助等
（交付先）

コミュニティの醸成と
地域主体の住民参画
による個性あるまちづ
くりを推進するため、
年間を通して、計画
的・継続的に様々な
地域活動を支援す
る。

地域が主体的に行う
「ふれあい事業」、「環
境美化事業」、「子ども
健全育成事業」、「教
育文化事業」、「安全
対策事業」、「福祉・健
康事業」、「生活環境
事業」、「文化伝承事
業」の８事業に対して
補助金を交付する。

まちづくり推進事
業補助金交付事
務の円滑な実施

19件 19件
一
般
15,474 ― 9,307 0.6 0.0

19交付団体の実
施事業数

127事
業

127事
業

204事
業

202事
業

新型コロナウイルス感染症の影響
による事業数の減少を踏まえ、昨
年度実績以上を目標値として設定
した。

130事
業

A A

年度当初に計画されていた194事
業のうち新型コロナウイルス感染
症の影響等により64事業が中止と
なったが、実施できるよう感染防止
対策に関する助言等することによ
り、目標を達成することができた。

新型コロナウイルス感染症の影響
による事業内容の変更や中止が
増加していることから、確実かつ適
正な交付手続が行われるよう指導
するとともに、要綱の見直しなどを
行っていく。

生
涯
学
習
推
進
課

38
飯田生涯学
習交流館建
設事業

H 30 - Ｒ 3
市

（直営・委
託）

より一層充実した生涯
学習活動やまちづくり
活動の拠点となる新し
い施設の供用を開始
し、市民が安全・安心
して利用できるように
する。

飯田生涯学習交流館
の建替工事

①開館式典の開
催
②駐車場所管替
え

①開催
②完了

①開催
②完了

一
般
15,003 ― 12,261 1.5 0.1

①新交流館の供
用開始
②所管替え完了

①開始
②完了

建設工
事完了

工事
着手

①地質
調査完
了
②敷地
測量完
了

平成30年度から令和３年度の４年
間で施設の整備を完了させる計画
となっているため。

①開始
②完了

①Ａ
②Ａ

A
飯田生涯学習交流館を予定どお
り開館し、活動指標、成果指標共
に目標を達成することができた。

令和３年度をもって事業終了
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

生
涯
学
習
推
進
課

39
船越生涯学
習交流館建
設事業

Ｒ 1 - Ｒ 5
市

（直営・委
託）

より一層充実した生涯
学習活動やまちづくり
活動の拠点となる新し
い施設の供用を開始
し、市民が安全・安心
して利用できるように
する。

船越生涯学習交流館
の建替工事

①設計委託業務
進捗管理
②農業用水ピット
の埋立処理
③仮設事務所の
建設

①完了
②完了
③完了

①完了
②未完了
③完了

一
般
13,339 34,900 36,883 0.7 0.0

①設計業務の完
了
②仮設事務所建
設完了

完了
設計業
務発注

地元関
係者合
意形成

―

令和元年度から令和５年度の５年
間で施設の整備を完了させる計
画。
①令和２年度着手の設計業務に
ついて、令和３年度に完了するこ
ととなっているため。
②仮設事務所は令和３年度に建
設し既存事務機能を移転させるた
め。

①完了
②完了

①Ａ
②Ａ

A

設計業務及び仮設事務所の建設
を完了し、活動指標は概ね目標を
達成し、成果指標は達成すること
ができた。農業用水ピットは令和４
年度の解体工事において埋立処
理を行うこととなった。

音や振動が発生し,近隣住民へ影
響が出る作業の前に、作業内容の
事前周知・説明を徹底する。

生
涯
学
習
推
進
課

40

西奈生涯学
習センター
駐車場改修
事業

Ｒ 3 - Ｒ 3
市

（直営）

生涯学習施設の改修
工事による安全対策
を講ずることにより、市
民が安全・安心して生
涯学習活動ができるよ
う整備する。

利用者駐車場におけ
る出入口の拡幅整備
工事

①工事進捗管理
②安全対策表示
整備

①完了
②完了

①完了
②完了

一
般
2,350 ― 1,814 0.5 0.0

①駐車場出入口
拡幅整備工事の
完了
②安全対策表示
整備完了

完了
改修工
事案の
作成

地元関
係者合
意形成

―
令和３年度末までに完了させる計
画となっているため。

①完了
②完了

①Ａ
②Ａ

A
工事及び安全対策表示を完了し、
活動指標、成果指標共に目標を
達成することができた。

令和３年度をもって工事は終了す
るが、車両出入時の視認性を高め
るため、令和４年度にカーブミラー
及び館名看板の設置を行う。

生
涯
学
習
推
進
課

41

西奈・大里
生涯学習セ
ンター空調
改修事業

Ｒ 3 - Ｒ 3
市

（直営）

老朽化した生涯学習
施設の設備改修工事
による長寿命化を実
現することにより、市
民が快適に生涯学習
活動ができるよう整備
する。

西奈・大里生涯学習
センターにおける空調
設備の改修工事

①-1西奈：工事進
捗管理
①-2大里：工事進
捗管理
②-1西奈：工事中
の暖房・換気対策
への対応
②-2大里：工事中
の暖房・換気対策
への対応

①-1完
了
①-2完
了
②-1完
了
②-2完
了

①完了
②完了

一
般
51,000 ― 37,493 0.1 0.7

①西奈：空調設
備改修工事の完
了
②大里：空調設
備改修工事の完
了

①完了
②完了

現地状
況調査

― ―
令和３年度末までに完了させる計
画となっているため。

①完了
②完了

①Ａ
②Ａ

A
２施設の空調工事を完了し、活動
指標、成果指標共に目標を達成
することができた。

令和３年度をもって事業終了

生
涯
学
習
推
進
課

42
田代生涯学
習交流館解
体事業

Ｒ 3 - Ｒ 3
市

（直営・委
託）

耐震性が不足し、老
朽化した生涯学習施
設を解体することによ
り、所管施設の耐震性
能不足の解消を推し
進める。

田代生涯学習交流館
の解体工事

①工事進捗管理
②地元自治会との
調整

①完了
②完了

①完了
②完了

一
般
16,355 ― 13,782 0.2 0.5

交流館建物解体
工事の完了

完了

現地確
認及び
地元調
整

― ―
令和３年度末までに完了させる計
画となっているため。

完了 A A
建物の解体工事を完了し、活動指
標、成果指標共に目標を達成する
ことができた。

令和３年度をもって事業終了

生
涯
学
習
推
進
課

43
社会教育事
業

-

市
（直営・委
託）

高齢者、子どもの保護
者、女性を対象に、そ
れぞれの現代的課題
に対する学習ニーズ
に応える。

①高齢者学級の開催
②家庭教育学級の開
催
③女性学級の開催

①高齢者学級の
学級数
②家庭教育学級
の学級数
③女性学級の学
級数

①36学
級
②29学
級
③24学
級

①37学級
②29学級
③24学級

一
般
24,551 ― 23,498 0.3 3.0

①延べ参加者数
②受講生満足度

①
23,054
人
②
92.3%

①
11,767
人
②
91.3%

①
27,790
人
②
93.7%

①
29,606
人
②
92.7%

①新型コロナウイルス感染症の影
響を踏まえ、直近３か年の平均値
を目標値として設定した。
②直近３か年の平均値と前年度実
績値を比較して高い方を基に目標
値を設定した。

①
20,285
人
②
92.0%

①B
②A

A

新型コロナウイルス感染症の影響
による学級生の減少や講座の回
数減によって、成果指標①はB評
価となったが、成果指標②につい
ては概ね目標どおりとなり、総合的
にみて当初の目標を達成すること
ができた。

新型コロナウイルス感染症の影響
で参加者が減少していることから、
感染防止対策の徹底やオンライン
を活用しながら、多様な学習機会
を提供したり、学習ニーズに応える
ことで参加者の増加に努めてい
く。

生
涯
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習
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進
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44

旧小島生涯
学習交流館
跡地整備事
業

Ｒ 3 ～ Ｒ 3
市

（直営・委
託）

旧小島生涯学習交流
館跡地を生涯学習活
動の場として活用する
にあたり、トイレ等を整
備し、利用者の利便
性を向上させ、多様な
学習機会の提供と交
流・賑わいの場の創
出を図る。

①旧小島生涯学習交
流館跡地へのトイレ・
水場の設置
②跡地の利活用方針
に関する地元関係者
との合意形成

①設計・工事の進
捗管理
②利活用に関す
るワークショップの
開催

①完了
②実施

①完了
②実施

一
般
14,000 ― 12,027 0.4 0.0

①建設工事の完
了
②利活用に関す
る方針決定

①完了
②決定

― ― ―
令和３年度中に跡地利活用の方
針の決定と、トイレ等の設置を完
成させる計画となっているため

①完了
②未完
了

①A
②B

A

トイレ水場の工事は完了し、成果
指標①は目標を達成することがで
きた。
新型コロナウイルス感染拡大の影
響により、ワークショップは全５回
中２回実施に止まり、成果指標②
は達成しなかったが、ワークショッ
プ前に勉強会を実施し、地元住民
との協働の機運を醸成することが
できた。

令和３年度のワークショップを引き
継ぎ、市民協働で跡地利活用検
討を進め、提案されたプロジェクト
を実行の段階に移していく。
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45
防犯・犯罪
被害者等支
援推進事業

―
市

（直営）

市民に防犯や犯罪被
害者等支援に対する
意識を高めてもらうこ
とにより安心・安全な
まちづくりを推進す
る。

①市民の防犯意識高
揚のための広報啓発
活動の実施
②犯罪等に強いまち
づくり推進審議会の開
催
③犯罪被害者等支援
に関する広報啓発活
動の実施

①振り込め詐欺被
害防止広報の実
施回数
②公用車による青
パト実施回数
③犯罪等に強い
まちづくり市民大
会、犯罪被害者等
支援講演会の開
催回数

①６回
②700回
③各１回

①５回
②565回
③各１回

一
般
1,021 ― 901 2.2 0.0

①市民大会参加
団体数
②犯罪被害者等
支援講演会参加
者の理解度

①177
団体
②
100％

①－
②
100％

①－
②98％

①－
②－

①新型コロナウイルス感染症の影
響により、参加者数の制限が予想
されることから、令和３年度の市民
大会参加予定団体数を目標値と
した。
②犯罪被害者等支援施策の重要
性の啓発を行う目的であることか
ら、令和２年度実績の100％を目
標値とした。

①46団
体
②
100％

①C
②Ａ

Ａ

新型コロナウイルス感染症の影響
により令和３年度も規模を大幅に
縮小して開催したため市民大会参
加団体数は目標値を下回ったが、
その影響を除けば、市民大会の開
催により、防犯・暴力追放に対する
市民意識の高揚を図ることができ
た。
　また、犯罪被害者等支援講演会
の理解度は犯罪被害者の生の声
を参加者に届けたことにより、理解
が進み、目標値を達成。第２次基
本計画に基づく市民大会や講演
会などの各種防犯活動が刑法犯
認知件数の減少に貢献した。（Ｒ
２:3,295件→Ｒ３:2,907件）

市民の防犯意識の更なる高揚の
ため、行政・警察・自治会・各関係
団体等が一丸となって、防犯に対
する市民意識の高揚を図ることが
できるよう、効果的な開催方法を
検討する。



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）
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46
子どもの体
験型防犯教
室事業

H31 -
市

（委託）

小学生を対象に県と
共同で体験型防犯教
室を実施し、子どもが
自身を守る方法を身
につけることで、防犯
意識の高い人づくり・
防犯力の高い地域づ
くりを推進する。

体験型防犯教室実施
に係る県への負担金
支払

体験型防犯教室
実施校数

35校 35校
一
般

420 ― 350 0.1 0.0
体験型防犯教室
に参加した児童
の数

4,173
人

3,373
人

8,015
人

3,376
人

体験型防犯教室の実施予定校数
が令和２年度より６割程度増加した
ため、令和２年度実績値から65％
増の5,565人を予想値として算出、
新型コロナウイルス感染症の感染
状況により、教室の実施を中止す
る小学校が発生する可能性もある
ことから、予想値の15％減の4,173
人を目標とした。

6,171
人

S S

実施校も参加児童数も目標値を
達成し、子どもが自身の身を守る
安全教育の普及を行うことができ
た。

当事業は継続的に実施することで
効果が生まれるため、共同実施す
る県のほか関係機関や民間と協
力し、子どもの自主防犯力の強化
と防犯意識の高揚を図っていく。
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47
暴力追放推
進協議会補
助金

-

市・補助
等

（直営・交
付先）

暴力追放運動を推進
し、暴力追放に対する
市民意識の高揚を図
り、明るく住みよい市
民生活を確立する。

①静岡市暴力追放推
進協議会への補助金
交付
②暴力追放推進協議
会の適正な運営

①補助金交付事
務の円滑な実施
②防犯・暴力追放
講演会の開催回
数

①遅滞
なく補助
金を交付
②１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②１回

一
般
1,515 ― 1,512 0.5 0.0

市民大会参加団
体数

177団
体

－ － －

新型コロナウイルス感染症の影響
により、参加者数の制限が予想さ
れることから、令和３年度の市民大
会参加予定団体数を目標値とし
た。

46団体 C A

新型コロナウイルス感染症の影響
により令和３年度も規模を大幅に
縮小して開催したため市民大会参
加団体数は目標値を下回ったが、
その影響を除けば、市民大会の開
催により、防犯・暴力追放に対する
市民意識の高揚を図ることができ
た。

市民の防犯意識の更なる高揚の
ため、行政・警察・自治会・各関係
団体等が一丸となって、防犯に対
する市民意識の高揚を図ることが
できるよう、効果的な開催方法を
検討する。
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48
街頭防犯カ
メラ設置費
補助金

H29 -
補助等
（交付先）

街頭防犯カメラを設置
する団体を補助するこ
とにより、地域の自主
的な防犯活動を促進
するとともに、犯罪等
に強いまちづくりの推
進に向けた地域の自
主的な取組を支援す
る。

街頭防犯カメラ設置の
ための補助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②交付件数

①遅滞
なく補助
金を交付
②25件

①遅滞なく
補助金を交
付
②26件

一
般
7,500 ― 7,352 0.5 0.0

街頭防犯カメラ
を設置したことに
よる安心感

100％ 100％ 94％ 100％

街頭防犯カメラの設置による地域
防犯力の向上を目的とするため、
設置団体によるアンケート回答の
うち設置による安心感100％を目
標値とした。

100％ A A

・自治会からの相談に基づいて警
察の協力を得て効果的な設置場
所を協議し、必要な団体に補助金
を交付することができた。
・街頭防犯カメラの設置が地域の
安心感につながった。

カメラ設置を希望する地域が増え
てきたことから、街頭防犯カメラの
設置にあたっては、関係機関との
調整を進め、計画的に補助金を交
付していく。
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49
防犯協会補
助金

-
補助等
（交付先）

市内における防犯活
動を活性化するととも
に市民の防犯意識の
高揚を図る。

①市内３防犯協会へ
の補助金交付
②犯罪や事故のない
社会を目指した地域
安全活動、広報・啓発
活動、青少年の非行
防止活動の支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②啓発活動への
参加協力

①遅滞
なく補助
金を交付
②６回

①遅滞なく
補助金を交
付
②５回

一
般
19,122 ― 19,122 0.5 0.0

地域安全推進員
の年間活動回数

1,643
回

1,565
回

1,981
回

2,120
回

新型コロナウイルス感染症の影響
により、令和２年度と同様の状況が
続くことが予想されることから、令
和２年度の実績値の５％増の年間
活動回数1,643回を目標値とした。

2,434
回

S S

市民の防犯意識の高揚を図るた
めの地域安全推進員の地域防犯
活動回数が目標値を上回り、防犯
協会を中心とした積極的な防犯活
動が刑法犯認知件数の減少に貢
献した。（Ｒ２:3,295件→Ｒ３:2,907
件）

新型コロナウイルス感染症の感染
予防を図りながら、防犯協会の活
動を支援するとともに、キャンペー
ン等で連携を図っていく。
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50
地域防犯活
動事業費補
助金

-
補助等
（交付先）

地域防犯活動団体の
設立及びその活動を
支援することにより、
地域の防犯活動を活
性化させるとともに防
犯意識を高める。

①地区安全会議設立
のための補助金交付
②地区安全会議の活
動を支援するための
補助金交付

①補助金交付事
務の円滑な実施
②交付件数

①遅滞
なく補助
金を交付
②14件

①遅滞なく
補助金を交
付
②７件

一
般
1,400 ― 522 0.5 0.0

①地区安全会議
の延べ活動回数
②地区安全会議
の延べ活動人数

①
8,605
回
②
94,565
人

①
8,196
回
②
90,062
人

①
8,086
回
②
93,081
人

①
11,220
回
②
108,85
1人

新型コロナウイルス感染症の影響
により、各地域における地域防犯
活動は、令和２年度と同様の状況
が続くことが予想されることから、
令和２年度の実績値の５％増の延
べ活動回数8,605回、延べ活動人
数94,565人を目標値とした。

①
8,310
回
②
111,78
4人

①A
②S

A

新型コロナウイルス感染症の影響
により活動回数は目標値を下回っ
たが、その影響を除けば、活動人
数は目標値を達成し、各地域にお
ける地域防犯活動が、地域や子ど
もの安心・安全の確保に寄与し
た。

新型コロナウイルス感染症の感染
予防を図りながら、補助金の交付
や活動に役立つ情報の提供によ
り、地区安全会議の継続的な地域
防犯活動を支援していく。
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51
路上喫煙被
害等防止事
業

H18 -
市

（直営・委
託）

路上喫煙による被害
を防ぎ、健康で安心・
安全な公共空間の確
保を図る。

①市民の喫煙マナー
向上のための広報啓
発活動の実施
②喫煙所の設置及び
維持管理
③禁止地区内での喫
煙者の指導

①広報啓発活動
の実施
②路上喫煙に関
する各種調査の
実施

①４回
②喫煙
所利用
者数調
査３回、
喫煙率
調査１回

①10回
②喫煙所利
用者数調査
３回、
喫煙率調査
１回

一
般
3,306 ― 3,115 0.5 6.2

年間の路上喫煙
指導件数

244件 381件 632件
1,326
件

平成29年度～令和２年度の各年
度間における指導件数の減少率
の平均（36％）を令和２年度実績
から減少させた244件を予想値とし
て算出、予想値を目標値とした。

466件 C C

令和２年度と比較し令和３年度は
予想を上回る来静者や外出する
人が増え、目標の算定状況を上
回る指導実績となった。

指導件数に占める割合では市外
喫煙者に対する指導が多いことか
ら、次年度では来静者への啓発を
実施する。
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52
客引き行為
等対策事業

-
市

（直営）

公共の場所における
客引き行為等を禁止
し、安全かつ快適に
通行し、又は利用でき
る生活環境の確保を
図る。

①静岡市客引き行為
等の禁止に関する条
例の周知・啓発活動
の実施
②禁止地区内での客
引き行為等の指導

条例の周知・啓発
の実施

実施 実施
一
般

129 ― 129 0.5 0.0

①条例の周知・
啓発キャンぺー
ンの実施回数
②客引きをしな
い・させない・利
用しない宣言店
登録店舗数

①４回
②40店
舗

― ― ―

①客引きを利用しないよう、継続し
て、市民等に条例の周知・啓発を
行う必要があることから、四半期に
１回キャンペーンを行うこととし、年
４回を目標値として設定した。
②事業者と一体となって条例に違
反する客引きを排除する環境を整
えるため、今年度は中商連加盟飲
食店数を目安とした40店舗を目標
値として設定した。

①８回
②39店
舗

①S
②A

A

・様々な機会を通じて、市民等に
条例の周知・啓発を実施すること
ができた。
・協力店舗について、目標値は下
回ったが、協力店舗の登録によ
り、客引きを排除する環境作りに
寄与した。

条例を広く市民等に周知するとと
もに実効性を確保するため、客引
き行為等対策指導員による巡回
指導により、条例に違反する客引
き行為者を排除するとともに、通行
する市民等に対しても、客引きを
利用しないよう、効果的な条例の
周知・啓発活動を実施していく。
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）
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53
交通安全啓
発事業

-
市

（直営）

市民に交通安全思想
の普及・浸透を図り、
交通ルールの遵守と
正しい交通マナーの
実践に努めることによ
り交通事故防止を図
る。

①年４回の交通安全
運動
②自転車マナー向上
キャンペーンを実施
③自転車交通安全指
導員による自転車の
安全利用啓発を実施
④各学区（地区）交通
安全会や交通安全推
進団体等による交通
安全活動の支援
⑤市民の交通安全意
識の啓発

①交通安全運動
に参画している学
区（地区）交通安
全会の数
②自転車マナー
向上キャンペーン
参加校数
③自転車交通安
全指導員による啓
発活動実施回数
④交通安全リー
ダー手帳・ワッペ
ン配付人数

①78地
区（学
区）
②５校
③２回
④5,400
人

①78地区
（学区）
②３校
③２ 回
④ 5,801人

一
般
4,883 ― 4,385 1.8 0.0

①４回の交通安
全運動の参加者
人数

②自転車マナー
向上キャンペー
ン参加者数

①
15,500
人

②260
人

①
15,376
人

②256
人

①
18,771
人

②176
人

①
17,214
人

②210
人

①令和２年度実績の15,376人を予
想値として算出し、近似値を目標
値とした。

②令和２年度実績の256人を予想
値として算出し、近似値を目標値
とした。

①
16,474
人

②
129人

①A
②Ｃ

Ａ

・新型コロナウイルス感染症の影
響により、自転車マナー向上キャ
ンペーンの参加高校が減少したも
のの、各期交通安全運動の実施
が交通事故件数、負傷者数の減
少（ダブル減）に貢献した。
交通事故発生件数
Ｒ２：3,592件⇒Ｒ３：3,507件
負傷者数
Ｒ２：4,280人⇒Ｒ３：4,213人
自転車事故発生件数
Ｒ２：868件⇒Ｒ３：831件

交通安全運動への参加が、自治
会・町内会以外が少ないため、そ
の他民間団体等との連携を視野
に入れて交通安全運動を実施す
るなど、産官学協働による交通安
全啓発活動をさらに強化していく。
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幼児期にお
ける交通安
全教育の推
進事業

H30 ～ Ｒ 3
市

（直営・委
託）

幼児期から自転車の
交通安全教育を積極
的に実施することによ
り、家庭での交通安全
教育を充実させ、自転
車マナーの向上を図
る。

①市立こども園の保育
教諭が園で教育を実
施できるよう、指導用
教材を配付
②モデル園等にて交
通安全教室を実施

①市立こども園へ
の教材配付
②交通安全教室
の実施

①配付
率100％
②実施
回数３回

①配付率
100％
②実施回数
０回

一
般
1,000 ― 0 0.2 0.0

こども園向けアン
ケートによる満足
度

90% ― 90% 93%

対象が幼児であり講習内容の満
足度や習得度が計りづらいことか
ら、実施こども園を対象としたアン
ケートによる満足度を指標とする。

－ － －

市立こども園への教材配付は実施
できたが、新型コロナウイルス感染
症拡大の影響により、予定してい
た私立幼稚園および開催を希望
するこども園での交通安全教室が
開催できなかったため。

市立こども園での実施後の状況及
び意向等を確認しながら、より効
果的な交通安全教育について検
討していく。
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静岡県交通
安全指導員
設置費負担
金

-
補助等
（交付先）

街頭指導や交通安全
教育を通して市民の
交通安全意識を高揚
し、交通事故の防止を
図る。

①「（一財）静岡県交
通安全協会」へ交通
安全指導員設置事業
負担金を支出
②市内各学校での交
通安全教室の実施

負担金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく補
助金を交付

一
般
90,500 ― 85,902 0.1 0.0

交通安全教室実
施回数

760回 720回
1,028
回

1,256
回

新型コロナウイルス感染症の影響
により、令和２年度と同様の状況が
続くことが予想されることから、令
和２年度の実績値の５％増の756
回を予想値として算出し、近似値
を目標値とした。

900回 S S

新型コロナウイルス感染症の影響
により、９月～10月の緊急事態宣
言下における交通安全教室開催
は困難であったが、目標値を達成
することができ、開催できた箇所に
ついては交通安全意識の高揚を
図ることができた。

新型コロナウイルス感染症の影響
を踏まえながらも活動を推進する
ため、引き続き感染予防を徹底し
ながら、交通安全教室内容の充実
を図っていく。
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静岡市交通
安全推進協
議会補助金

-

市・補助
等

（直営・交
付先）

年４回の交通安全運
動等、市民一丸となっ
た交通安全運動を行
うことで、交通事故の
防止を図る。

①静岡市交通安全推
進協議会へ補助金交
付
②静岡市交通安全推
進協議会の適正な運
営
③街頭啓発等の活動
支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②総会の実施、年
間計画の策定
③無事故・無違反
コンクールの開催

①遅滞
なく補助
金を交付
②実施
③１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②実施
③１回

一
般
1,654 ― 1,654 0.1 0.0

年４回の交通安
全運動の参加者
人数

15,500
人

15,376
人

18,771
人

17,214
人

令和２年度実績の15,376人を予想
値として算出し、近似値を目標値
とした。

16,474
人

A Ａ

・新型コロナウイルス感染症の影
響がある中でも、参加者数は目標
値より微増することができ、各期交
通安全運動の実施等による交通
安全意識の高揚により、交通事故
件数、負傷者数の減少（ダブル
減）に貢献した。
交通事故発生件数
Ｒ２：3,592件⇒Ｒ３：3,507件
負傷者数
Ｒ２：4,280人⇒Ｒ３：4,213人
自転車事故発生件数
Ｒ２：868件⇒Ｒ３：831件

交通安全運動への参加が自治
会・町内会以外が少ないため、そ
の他民間団体等との連携を視野
に入れて交通安全運動を実施す
るなど、産官学共同による交通安
全啓発活動をさらに強化していく。
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静岡市交通
指導員会補
助金

-
補助等
（交付先）

交通道徳の高揚と交
通安全思想を広め、
交通事故を未然に防
止する。

①静岡市交通指導員
会へ補助金交付
②街頭啓発等の活動
支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②一斉街頭指導
への参加協力回
数

①遅滞
なく補助
金を交付
②２回

①遅滞なく
補助金を交
付
②２回

一
般
2,512 ― 2,512 0.1 0.0 交通指導員数 122人 132人 130人 129人

交通指導員が高齢化により減少
傾向にある。交通指導員の任期満
了による再委嘱にて令和３年４月１
日時点の指導員数は122人となっ
ているため、現状維持を目標とし
た。

116人 A Ａ

・毎朝の立哨活動をはじめ、年２回
実施する一斉街頭指導等の活動
が交通事故件数、負傷者数の減
少（ダブル減）に貢献した。
交通事故発生件数
Ｒ２：3,592件⇒Ｒ３：3,507件
負傷者数
Ｒ２：4,280人⇒Ｒ３：4,213人
自転車事故発生件数
Ｒ２：868件⇒Ｒ３：831件

地域活動における担い手不足が
進む中、交通指導員会においても
高齢化が進んでおり、昨年度は３
名の新規加入に対し９名が退会す
る結果となった。今後の交通指導
員の組織的意義と地域における
位置づけを交通指導員会とともに
確認・検討していく。
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静岡市交通
安全母の会
補助金

-
補助等
（交付先）

「交通安全は家庭か
ら」のスローガンのも
と、母親世代の女性が
中心となって交通安
全運動を展開し、交
通事故の防止を図る。

①静岡市交通安全母
の会へ補助金交付
②街頭啓発等の活動
支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②レター作戦への
参加協力回数

①遅滞
なく補助
金を交付
②１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②１回

一
般

407 ― 407 0.1 0.0

レター作戦協力
割合（送信手紙
に対する返信は
がき数）

39％

37％
(186通
/500
通）

44％
（265
通）

36％
（220
通）

令和元年度と比較し、令和２年度
は返信率が減少してしまったた
め、過去３年間の平均値である
39％の返信率を目標とし、返信率
の増加を図る。

39.6％
(198通
/500
通）

A Ａ

レター作戦の配布場所は、例年と
同様、呉服町通りと蒲原地区内及
び市民大会来場者への配付と
なったが、返信率は昨年度より増
加させることができた。

新型コロナウイルス感染症の感染
予防を図りながらの事業展開を検
討する必要があるため、レター作
戦実施の返信率を高める実施法
を検討していく。

生
活
安
心
安
全
課

59
静岡市飲酒
運転追放協
議会補助金

-
補助等
（交付先）

酒類提供者等による、
飲酒運転追放活動に
より、交通安全と明る
い社会の実現を図る。

①静岡市飲酒運転追
放協議会へ補助金交
付
②街頭啓発等の活動
支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②啓発活動への
参加協力回数

①遅滞
なく補助
金を交付
②１回

①遅滞なく
補助金を交
付
②１回

一
般

349 ― 349 0.1 0.0
静岡市飲酒運転
追放協議会会員
数

1,031
社

1,031
社

1,039
社

1,067
社

協議会会員数が減少傾向にある
ため、令和２年度と同人数の1,031
社を予想値として算出、予想値を
目標値とした。

1,031
社

A Ａ

・啓発活動は新型コロナウイルス
感染症対策により実施できなかっ
たが、市民大会や交通安全運動
への参加等により交通事故件数の
減少に寄与した。
・街頭啓発の代替手段として、啓
発品を飲食店等18組合で配布し、
飲酒運転追放の普及啓発を図っ
た。

加盟団体には飲食業を営んでい
る事業所が多く、新型コロナウイル
スの影響を直接受けている中での
活動実施が課題となっているた
め、飲酒運転事故撲滅に向けた
啓発活動を継続的に支援していく
とともに、啓発活動参加会員数の
現状維持を呼びかけをしていく。



Ｒ２ Ｒ１ H30

評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）
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学区・地区
交通安全会
補助金

-
補助等
（交付先）

年４回の交通安全運
動等、地域に根付い
た交通安全活動を推
進し、交通事故の防
止を図る。

学区・地区交通安全
会へ補助金交付（全
78団体中76団体に交
付）

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般
5,670 ― 4,778 0.1 0.0

年４回の交通安
全運動の参加者
人数

15,500
人

15,376
人

18,771
人

17,214
人

令和２年度実績の15,376人を予想
値として算出し、近似値を目標値
とした。

16,474
人 A Ａ

・各種交通安全活動が交通事故
件数、負傷者数の減少（ダブル
減）に貢献した。
交通事故発生件数
Ｒ２：3,592件⇒Ｒ３：3,507件
負傷者数
Ｒ２：4,280人⇒Ｒ３：4,213人
自転車事故発生件数
Ｒ２：868件⇒Ｒ３：831件

新型コロナウイルス感染症の感染
予防を図りながら、地域の実情に
合わせた効果的な広報活動を支
援する。
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清水地域連
合交通安全
推進本部長
会補助金

-
補助等
（交付先）

清水地域の各地区交
通安全会における交
通安全活動につい
て、連絡協議を行うと
ともに、清水区の交通
安全対策事業へ協力
し、交通事故の防止を
図る。

清水地域連合交通安
全推進本部長会へ補
助金交付（全21地区）

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

166 ― 166 0.1 0.0

年４回の交通安
全運動の参加者
人数（清水区の
み）

5,000
人

4,926
人

5,666
人

5,386
人

令和２年度実績の4,926人を予想
値として算出し、近似値を目標値
とした。

4,290
人

Ｂ Ｂ

・新型コロナウイルス感染症の影
響がある中で、参加者数は目標値
に達しなかったが、各期交通安全
運動の実施等による交通安全意
識の高揚により、交通事故件数、
負傷者数の減少（ダブル減）に貢
献した。
清水区内の交通事故発生件数
Ｒ２：1,074件⇒Ｒ３：968件
負傷者数
Ｒ２：1,265人⇒Ｒ３：1,181人

新型コロナウイルス感染症の感染
予防を図りながら、地域の実情に
合わせた効果的な広報活動を支
援する。
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市民相談運
営費

～

市
（直営・委
託）

家庭生活、市政及び
交通事故に関する相
談の他、弁護士等の
専門家による相談を
各区役所で受け付
け、適切な窓口に関
する情報紹介、取次
ぎ等を行う。

①各区役所職員によ
る一般相談の受付
②弁護士等の専門家
による特別相談の受
付

①一般相談の実
施
②特別相談の実
施

①100％
②16種
類

①100％
②16種類

一
般
2,884 ― 2,868 10.9 1.5

弁護士等の専門
家による特別相
談の機会の提供
（開設回数）

623回 642回 731回 731回

特別相談の開設回数は、30年度
及び元年度の実績並びに２年度
の計画の平均値733回を予想値と
して算出した。新型コロナウイルス
感染症拡大防止のために、静岡
県弁護士会等の各協力団体から
の専門家の派遣が困難な期間が
発生する可能性もあることから、
15％減の623回を目標値とした。

687回 S A

新型コロナウイルス感染症の影響
により、特別相談の実施ができな
かった時期があったが、問題解決
への助言、専門機関の紹介を行う
など適切に対応したことから、業務
は適正に実施できたため。

引き続き、コロナ禍で対面相談が
困難な場合には、電話相談での
代替措置の実施を静岡県弁護士
会等の各協力団体にお願いし、相
談業務の維持・継続に努める。
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消費者保護
啓発経費

～

市
（直営・委
託）

消費者の自立の支
援、消費生活の安定
と向上、消費者市民
社会の実現を図る。

①消費生活相談の受
付
②消費者被害防止の
ための啓発講座
③消費生活関連の情
報収集・提供
④消費生活審議会の
開催

①消費生活相談
の実施
②くらしの一日講
座の開催
③高齢者施設等
への注意喚起情
報の提供
④会議の開催

①100％
②４回
③12回
④２回

①100％
②４回
③22回
④２回

一
般
8,016 ― 5,522 7.8 8.3

①斡旋希望の
あった相談に対
し、消費生活相
談員が解決した
割合
②くらしの一日
講座を通じて、
今後、意識的に
くらし方の改善
行動を取ろうと
思った方の割合

①
95.5％
②
100％

①
95.3％
②
95.6％

①
95.7％
②
90.0％

①
95.7％
②
90.8％

①斡旋希望のあった相談の解決
割合は、過去３年間の実績の平均
値95.5％を予想値として算出し
た。斡旋により、相談者の救済等
に至るものであるが、案件には軽
重があることから、予想値を目標
値とした。
②くらし方の改善行動を取ろうと思
う方の割合は、受講者全員の意識
喚起を目指すため、100％を目標
値とした。

①
93.7％
②
93.8％

①A
②A

A

・専門的知見に基づき、助言、斡
旋等を行い、適切に対応したた
め。
・くらしの一日講座の理解度にお
いて、高い水準を維持したため。

・相談内容の多様化に対応するた
め、研修への参加機会を増やす
など、相談員の質の向上に努め
る。
・多くの市民の皆さんに参加しても
らうため、時勢に見合う多彩なテー
マを選定した講座の実施に努め
る。

生
活
安
心
安
全
課

64
消費者団体
補助金

～
補助等
（交付先）

消費者団体の健全か
つ自主的な活動を促
進する。

①しずおか市消費者
協会への補助金の交
付
②しずおか市消費者
協会との意見交換

①補助金交付の
円滑な実施
②三役、理事等と
の意見交換

①遅滞
なく補助
金を交付
②12回

①遅滞なく
補助金を交
付
②20回

一
般

571 ― 571 0.2 0.1

消費者団体の企
画による市民向
けの調査研究発
表、イベント・講
座等の回数

16回 19回 15回 15回

消費者団体の企画事業は、過去３
年間の実績の平均値16回を予想
値として算出した。新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のために、活
動が困難な期間が発生する可能
性もあるが、予想値を目標値とし
た。

20回 S S

消費者団体の企画事業は、コロナ
禍にあっても、市民向けの消費生
活に係る普及啓発に取り組んだほ
か、新たに、人・社会・環境に優し
い消費行動に関する事業も展開し
たため。

市民の消費生活の向上に資する
消費者団体の企画事業への市民
の参加を促すため、市でも広報紙
のほか、ソーシャルメディア等を活
用した情報発信による広報支援に
一層努める。

生
活
安
心
安
全
課

65
消費者行政
強化促進事
業経費

～

市
（直営・委
託）

地域社会における消
費者問題の解決力の
強化を図る。

①消費者教育推進地
区・推進校での啓発
②消費生活サポー
ターの育成講座（こ・
こ・に専門課程）の開
催
③中学校家庭科副教
材「エブリデイ消費
者！」の改訂版の配
布

①推進地区・推進
校での講座・情報
提供（１地区・２
校）
②講座の開催
③配布の実施

①15回
②５回
③１回

①33回
②５回
③１回

一
般
4,684 ― 2,700 1.9 0.6

①市民アンケー
トにおける消費
生活センターの
認知度
②市内中学校の
授業等で副教材
を実際に使用し
た割合

①
86.8％
②
100％

①
84.0％
②
82.0％

①
79.7％
②
89.8％

①
73.1％
②
78.6％

①消費生活センターの認知度は、
過年度の伸び率（4.3ポイント）に、
伸び割合の逓減率（0.65）を乗じ
た、86.8％を目標値とした。
②使用率は、全ての中学生への
消費者教育の充実を目指すた
め、100％を目標値とした。

①
80.2％
②
84.7％

①A
②B

Ａ

消費生活センターの認知度は低
下したものの、目標値に対する達
成度はA評価である。
また、副教材を使用した割合につ
いては、コロナ禍により教員個別
訪問による教材ＰＲを控えたため
目標値には届かなかったが、中学
校教員と連携した授業の実施や
研修会でのＰＲなどを行い、教材
活用の道筋ができたため。

「エブリデイ消費者！」を活用した
授業が展開できるよう、学校、教育
委員会との連携を図り、若年者へ
の消費者教育を深めていく。また、
若年者への消費者トラブル対策の
啓発に向けて、ＳＮＳ等を活用した
情報発信を実施し周知を図ってい
く。
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評価及び次年度以降に向けた課題・改善など

⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）
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活
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66
市行政相談
委員協議会
補助金

～
補助等
（交付先）

総務省が委嘱した行
政相談委員に対し、
その活動の円滑な遂
行、資質向上のため
研修等の支援を図る。

静岡市行政相談委員
協議会（事務局：総務
省）への補助金の交
付

補助金交付事務
の円滑な実施

遅滞なく
補助金を
交付

遅滞なく補
助金を交付

一
般

201 ― 201 0.2 0.0

行政相談委員に
よる行政相談の
機会の提供（開
催回数）

153回 138回 176回 182回

行政相談の開催回数は、30年度
及び元年度の実績並びに２年度
の計画の平均値181回を予想値と
して算出した。新型コロナウイルス
感染症拡大防止のために、各種
団体が主催するイベント等への相
談ブースの出展が困難な期間が
発生する可能性もあることから、
15％減の153回を目標値とした。

154回 A A

新型コロナウイルス感染症の影響
により、相談業務の実施ができな
かった時期があったが、業務は適
正に実施できたため。

引き続き行政相談委員を所管する
総務省と連携し、行政相談委員で
構成する協議会の各種事業につ
いて、広報紙への掲載のほか、各
種イベント等を通じて、行政相談
の周知や行政相談委員の活動の
場の提供に努める。

生
活
安
心
安
全
課

67
計量器検査
業務

-

市
（直営・委
託）

計量法で定められた
検査対象事業者の計
量器の定期検査を実
施し、正確計量の確
保を図る。

①定期検査を義務付
けられた取引・証明に
使用する「はかり」の定
期検査を実施（２年に
１度の法定検査）
②事業者に対する指
導・啓発

①検査対象事業
者数
②検査実施台数

①1,400
件
②2,500
台

①1,314件
②2,562台 一

般
2,744 ― 2,154 3.5 0.9

検査対象事業者
の受検率

100% 100% 100% 100%
計量器定期検査は計量法に基づ
く義務検査であるため、100％を目
標値とした。

100% A A
計量器定期検査は検査対象事業
者の検査を100％実施することが
できた。

計量検査職員の技術の向上及び
技術の継承が課題であるため、計
量研修の計画的な受講や計量関
係研修への積極的な参加を図っ
ていく。

生
活
安
心
安
全
課

68
計量展示会
事業

S 36 -
市

（直営・委
託）

計量展示を実施する
ことにより、市民が計
量制度に親しみ、その
役割の重要性を広く
社会に啓発する。

①計量展示会の開催
(単独)
②計量展示会の開催
(他部署との共催)

①開催回数
②開催回数

①１回
②１回

①１回
②１回

一
般

200 ― 51 0.3 0.1
計量制度に触れ
る機会の提供
(啓発した日数)

10日間 11日間 ２日間 ２日間

コロナ禍の中、感染リスクを低減さ
せる開催方法を検討した結果、本
年度は、単独開催９日間、共催開
催１日間の合計10日間開催を目
標値とした。

10日間 A A

コロナ禍の中、感染リスクを低減さ
せる開催方法を検討した結果、多
くの市民に計量思想に触れてもら
うことができた。さらに、県との交流
により得られた知識を展示等に反
映することにより、効果的な啓発が
実現できた。

県計量協会静岡市支部と連携をと
り、計量思想の効果的なPRの仕方
及びより来場者を引き付けるような
展示方法について検討を図って
いく。

生
活
安
心
安
全
課

69
計量思想普
及啓発事業
補助金

-
補助等
（交付先）

（一社）静岡県計量協
会静岡市支部の支援
を行うことで、同支部
への指導・啓発及び
計量思想の普及啓発
を図る。

①（一社）静岡県計量
協会静岡市支部へ補
助金を交付
②計量思想の普及啓
発事業に対する支援

①補助金交付事
務の円滑な実施
②普及啓発活動
への参加協力回
数

①遅滞
なく補助
金を交付
②２回

①遅滞なく
補助金を交
付した
②２回

一
般

77 ― 77 0.2 0.0 啓発を行った市
民の数

2,500
人

2,500
人

2,500
人

2,500
人

過去３年間の実績から、過年度同
様、多くの市民に正確計量の普
及・啓発を行うため、過去実績の
2,500人を目標値とした。

2,500
人

A A

コロナ禍に対応した啓発機会を、
団体に提供することにより、2,500
人の市民への計量思想の普及啓
発が図られた。また、開催期間が
延長され、啓発品を受領しなかっ
た見学者もおり、結果として実績
値は2,500人を超えるものと思わ
れ、一層の計量思想の普及啓発
が図られた。

より効果的な啓発事業を展開して
いくために実施回数や場所及び
新たな実施方法や対象を検討し
ていく。

戸
籍
管
理
課

70

住居表示・
町字界整備
管理運営事
業

S 38 ～

市
（直営・委
託）

住居表示に関する法
律等に基づき、住居
表示及び町界町名整
理等を実施し、分かり
やすい街づくりを推進
する。

①新築家屋等の住居
番号設定
②住居表示の実施及
び推進
③土地改良事業等に
伴う町字界の変更

①届出等処理
②第２期駿河区長
田地区(向敷地)住
居表示準備業務
委託の完了
③第２期駿河区長
田地区(向敷地)住
居表示に必要な
議案上程件数

①遅滞
なく実施
②完了
③１件

①遅延なく
実施
②完了
③１件

一
般
3,312 ― 2,515 3.5 4.0

①完全実施
②住居表示の実
施に必要な議決
件数

①
100％
②１件

①
100％
（1,748
/件
/1,748
件）
②０件

①
100％
（1,767
件
/1,767
件）
②０件

①
100％
（1,782
件
/1,782
件）
②１件

①適正な処理実施を目標としてい
るため、住居番号設定の実施
100％を目標として設定した。
②第２期駿河区長田地区(向敷
地）において、令和４年度住居表
示実施に関する議案上程・議決が
必要となるため、議決件数を目標
とした。

①100%
(1,728
件
/1,728
件)
②1件

①A
②A

A

住居番号の設定については、誤
設定もなく適正な届出処理ができ
た。
第２期駿河区長田地区（向敷地）
における住居表示実施に関し、議
決することができた。

住居表示実施区域における住居
番号設定届出に対しては、誤設定
及び遅滞なく適正に処理を行って
いく。
第２期長田地区（向敷地）におい
ては、住居表示の完全実施を行っ
ていく。
住居表示未実施地区の自治会主
体の代表による住民協議が十分
な理解のもと進められるよう、制度
等の説明を行っていく。

戸
籍
管
理
課

71
戸籍・住民
基本台帳等
事務

S 22 ～

市
（直営・委
託）

居住関係の公証など
住民に関する記録の
適正な管理を図る。

戸籍法、住民基本台
帳法、印鑑条例、その
他関係法令に基づく
事務の執行

①届出等処理
②正確性を高める
ための研修への
参加
③マイナンバー
カード交付・周知
活動

①遅滞
なく実施
②実施
③実施

①遅滞なく
実施
②実施
③実施

一
般
989,428 7,370 694,660 92.5 120.2

①事故発生率
②マイナンバー
カードの交付率

①
0.00％
②
52%

①
0.00%
(1件
/1,042
,698
件）
②
28.7％

①
0.00%
(2件
/1,004
,153
件）

①
0.00%
（2件
/1,021
,454
件）

①適正な処理実施を目標としてい
るため、届出等処理における事故
件数を０％とした。
②国へ提出した交付円滑化計画
の令和３年度末の想定交付率（マ
イナンバーカードの交付件数／人
口）である52%を目標として設定し
た。

①
0.00%
(３件
/1,017
,361
件）
②
43.42
％

①A
②B

B

届出等処理については、誤交付
等が３件あったが、速やかな事後
対応を行うとともに、手順の見直し
などの再発防止策を講じ、より適
切な業務運営を行う体制を整え
た。
マイナンバーカード交付は、申請
率は49.88％だったものの、交付率
は43.42％となり、全国平均
（43.3％）は上回ったが、やや期待
を下回った。

・個人情報を含む多くの届出等の
処理を行うことから、事故発生率
０％を継続的に達成できるよう事
務処理手順等徹底した確認を
行っていき、適正な業務運営を図
る。
・マイナンバーカード交付につい
ては、国の普及策のみに頼るので
はなく、当市においてもカード申
請をしやすい機会の拡大を図る。

戸
籍
管
理
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72
中長期在留
者住居地届
出等事務

S 27 ～

市
（直営・委
託）

中長期在留者等の住
居地の届出等の事務
を行い、外国人住民
の住居地の適正な管
理に努める。

出入国管理及び難民
認定法等に関する事
務

①届出等処理
②正確性を高める
ための職場研修
の実施

①遅滞
なく実施
②１回

①遅滞なく
実施
②１回

一
般

99 ― 4 8.1 0.2 事故発生率
0.00％

0.00%
（0件
/3,747
件）

0.00%
（0件
/4,994
件）

0.00%
（0件
/4,813
件）

外国人住民の住居地の適正な管
理を目標としているため、出入国
管理等届出等の処理における事
故件数を０％とした。

0.00%
（0件
/3,180
件）

A A

中長期在留者等の住居地の届出
や入国管理局への報告事務等に
ついて、誤りなく適正な業務運営
が実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と情報共有等連携を行い、
適正で円滑な業務運営を図る。

戸
籍
管
理
課

73
自動車臨時
運行許可事
務

S 26 ～

市
（直営・委
託）

未登録の自動車を陸
運支局等へ回送する
などの特例的な運行
許可を適正に行う。

道路車両運送法に基
づく、自動車の臨時運
行の許可事務

①申請処理
②正確性を高める
ための職場研修
の実施

①遅滞
なく実施
②１回

①遅滞なく
実施
②１回

一
般

107 ― 107 1.0 0.1 事故発生率
0.00％

0.00%
（0件
/3,559
件）

0.00%
（0件
/3,905
件）

0.00%
（0件
/3,838
件）

適正な臨時運行許可の実施を目
標としているため、許可業務にお
ける事故件数を０％とした。

0.00%
（0件
/3,482
件）

A A
自動車臨時運行許可証の交付や
管理等の事務について、誤りなく
適正な業務運営が実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と事務処理手順等徹底し
た確認を行っていき、適正な業務
運営を図る。
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⑪
１次
評価

⑫評価理由 ⑬今後の課題と課題解決に向けた取組内容

⑧事業費 ⑨人工

成果（アウトカム）投入コスト（インプット）

決算額
（千円）

正
職
員
(人)

会計
年度
任用
職員
（人）

前年度
からの
繰越額
（千円）

実績値 直近３か年の実績値
当該年度の目標値の算出根拠

⑩成果指標（アウトカム指標）

達
成
度

会
計

①
所
属
名

№

実績値
当該年度
の目標値

指標名指標名

⑤事業目的
④事業の
実施主体

活動の状況（アウトプット）

当該年度
の目標値

⑥事業内容②事務事業名

事業概要（全体）

③期間
予算額
（千円）

⑦活動指標（アウトプット指標）

戸
籍
管
理
課

74
人口動態調
査事務

S 22 ～

市
（直営・委
託）

人口動向を恒常的に
調査し、公衆衛生や
経済の発展のために
活用する。

人口動態調査、住民
基本台帳人口報告

①人口動態調査
票作成
②人口移動調査・
報告回数

①遅滞
なく実施
②各区
12回

①遅滞なく
実施
②各区１２
回

一
般

800 ― 798 1.0 0.5 事故発生率
0.00％

0.00%
（0件/
各区12
回）

0.00%
（0件
/17,30
5件）

0.00%
（0件
/17,34
6件）

適正な人口動態調査・報告を目標
としているため、人口異動調査の
処理報告における事故件数を０％
とした。

0.00%
（0件/
各区12
回）

A A
調査、報告ともに遅滞なく適正に
実施できた。

・事故が発生しないよう三区戸籍
住民課と事務処理手順等徹底し
た確認を行っていき、適正な業務
運営を図る。

戸
籍
管
理
課

75
旅券窓口事
務

H21 ～

市
（直営・委
託）

市民に身近な区役所
での旅券発給事務に
より、市民サービスの
向上を図る。

静岡県から移譲された
旅券法に基づく旅券
発給事務の一部（申
請受付及び手交）

①申請処理
②窓口業務委託
先との情報交換の
実施

①遅滞
なく実施
②各区
12回

①遅滞なく
実施
②各区１２
回

一
般
27,508 ― 27,404 2.9 0.0 事故発生率

0.00％
0.00%
（0件
/5,109
件）

0.00%
（0件
/43,39
8件）

0.00%
（0件
/46,36
4件）

適正な旅券発給事務を目標として
いるため、旅券申請や発給処理に
おける事故件数を０％とした。

0.00%
（0件
/4,528
件）

A A
旅券の交付等、誤交付なく適正な
業務運営が実施できた。

令和４年度以降の旅券法改正に
対応するため申請手続や機器設
置等の検討を三区戸籍住民課と
連携し行っていく。

戸
籍
管
理
課

76
市営霊園管
理運営業務

M34 ～

市
（直営・委
託）

市営霊園を適正に維
持・管理するとともに、
市民の公的墓地に対
するニーズに応える。

①新規利用者の受付
業務
②市営墓地（愛宕・沓
谷・沼上・清水大平
山）及び市営納骨堂
（愛宕）の維持・管理
業務

①新規墓地利用
者募集の実施
②施設維持管理
に係る業務委託
契約件数

①１回
②13件

①１回
②1２件

一
般
28,845 ― 27,734 7.5 1.0

①供給した墓地
の区画数
②管理瑕疵によ
る事故件数
③業務委託件数

①75区
画
②０件
③13件

①75区
画
②０件
③14件

①75区
画
②０件
③12件

①85区
画
②０件
③12件

①当該年度の目標値は、沼上霊
園新規墓地40区画に愛宕霊園・
沼上霊園の返還墓地を加えた75
区画とした。
②管理瑕疵による事故発生の防
止を目指すため、事故件数0件を
目標値とした。
③施設維持管理に必要な委託件
数13件を目標値とした。

①75区
画
②０件
③12件

①A
②A
③A

A

・目標墓地区画数を供給すること
ができた。
・管理瑕疵による事故　０件
・委託業務を全て実施し、適正に
運営を行った。

・墓地募集は、目標区画数を供給
しており、今後も計画的な供給を
図る。
・施設維持管理業務委託を計画
的かつ確実に実施し、霊園の適正
な維持管理を図る。

戸
籍
管
理
課

77
市内斎場管
理運営事業

T 4 ～

市
（直営・委
託）

静岡市斎場が、市民
の利用しやすい施設
となるよう管理運営す
る。

①火葬業務
②霊柩自動車運行業
務
③施設管理等の斎場
運営業務

①業務の適正な
実施
②安全な運行の
実施
③施設維持管理
に係る業務委託
契約件数

①適正
な実施
②適正
な実施
③46件

①適正な実
施
②適正な実
施
③4７件

一
般
354,190 ― 352,868 9.5 7.0

①滞りない火葬
業務の実施
②管理瑕疵によ
る事故件数
③業務委託件数

①
100％
実施
②０件
③46件

①
100％
（8,505
件
/8,505
件）
②０件
③51件

①
100％
（8,580
件
/8,580
件）
②０件
③51件

①
100％
（8,391
件
/8,391
件）
②０件
③45件

①火葬業務は、火葬需要に対応
して100％実施する必要があるた
め、100％実施を目標値として設
定した。
②管理瑕疵による事故発生の防
止を目指すため、事故件数０件を
目標値として設定した。
③施設維持管理に必要な委託件
数46件を目標値とした。

①
100％
（8,799
件
/8,799
件）
②０件
③47件

①A
②A
③A

A

・100％火葬を実施した。
・管理瑕疵による事故　０件
・委託業務を全て実施し、適正に
運営を行った。

・今後も火葬需要の増加が見込ま
れるため、引き続き適正な業務運
営を行い、火葬業務の完全実施を
図る。
・新型コロナウイルス感染症により
亡くなった方へは、国のガイドライ
ンに基づき対応するとともに、感染
拡大防止に向けた施設管理を徹
底する。

井
川
支
所

78 管理運営費 ～
市

（直営）

　住民生活に密着し
た施策を通じて、安心
安全な生活環境の実
現を図る。

①所管施設の適正な
維持管理
②高齢者世帯（75歳
以上のひとり暮らし及
び85歳以上の世帯）
の見守り

①井川湖畔遊歩
道の維持管理
②職員による対象
世帯の訪問（毎月
全戸訪問）

①計20
回
②100％

①計２４回
②100％

一
般
1,229 ― 730 1.0 0.3

①管理瑕疵によ
る事故件数
②訪問・聞き取り
調査による満足
度

①０件

②
100％

①０件

②
100％

①０件

②　－

①０件

②　－

①地域住民及び来訪者の活動等
が円滑に行えるよう、管理瑕疵に
よる事故件数を「０件」とした。

②訪問する職員が、一人暮らしで
生じる不便を聞き取り関係者に連
絡することで、不安感の軽減が期
待されることから、聞き取り調査に
よる満足度を「100%」とする。

①０件

②
100％

A A

①事故もなく適切に維持管理し
た。
②対象54世帯を定期的に訪問し、
健康状態や生活に関する意見を
把握したことで、聞き取り調査によ
る満足度は100％となった。
　また関係機関(井川高齢者生活
福祉センター、診療所等)とも情報
共有し、地域の安心感の醸成に寄
与した。

・職員の危険予知に関する意識を
高め、定期的な点検を実施するこ
とで、事故件数０件を維持する。
・今後も高齢者世帯が孤立しない
よう、全ての職員が個々の悩みや
困りごとへの傾聴を意識し、状況
に応じ関係機関に繋げる見守り体
制を継続する。

井
川
支
所

79
井川湖渡船
運営経費

～

市
（直営・委
託）

　井川湖渡船を活用
して地域の活性化を
図る。

①渡船の安全航行と
施設の管理
②渡船を利用した地
域の活性

①安全航行と施設
の適正管理
②イベントの開催

①実施
②10日
間

①実施
②１３日間

一
般
22,971 ― 22,269 0.5 0.0

①管理瑕疵によ
る事故件数
②１日あたりの乗
船人数

①０件

②20人

①０件

②27人

①０件

②19人

①０件

②14人

①安心安全を最重視し、管理瑕疵
による事故発生件数を「０件」とす
る。

②「令和聖(令和２年度就航開始)」
を活用し積極的に地域振興策を
図る一方、コロナ禍による乗船者
数の減が予想されることから、直近
３ヵ年の平均を踏まえ、「20人」と設
定した(渇水・風水害による休航日
を除く)。

①０件
②14人

B A

①事故もなく、安全に運航できた。
②新型コロナウイルス緊急事態宣
言と繁忙期のダム水位低下による
影響で、１日あたりの乗船者数は
減少したが、観光客の回遊性を確
保するため、代替イベントを実施し
たことにより、地域の回遊性を確保
し、消費喚起に繋げたことで、地
域の活性化を図ることができた。

・限られた運航条件の中で最大の
効果を得るため、他事業との連携
や、地域資源と組み合わせたイベ
ントの開催、SNS等を活用した情報
発信に取り組む。

井
川
支
所

80
渡船待合所
更新事業

～
市

（直営）

 井川地区のアクセス
ポイントとしての魅力
を高め誘客を図る。

・老朽化した渡船待合
所の移転新築

・新渡船待合所の
建設

１件
０件
未完成

一
般
34,162 ― 17,607 0.3 0.0

①新渡船待合所
の完成
②待合所の活用
策

①待合
所の完
成

②計画
策定

―

―

―

―

―

―

①今年度中に契約・建設工事予
定につき用地取得手続きを行い、
年度内の完成を目標とする。

②令和４年度からの供用開始に向
けて、地域振興としての渡船待合
所の活用策を検討する。

①未完
成
②計画
策定

B A

①年度内の完成予定で建設を
行ったが、コロナ禍の影響で資材
調達に遅れが生じたことで、完成
まで２０日間の遅れが生じた。
②待合所の新たな活用に向け、大
学と連携したシンボルマークの考
案や、地域と連携した特産品等の
試験販売を実施したことで、井川
湖渡船の魅力を高める活用策を
計画することができた。

・渡船待合所を早期完成し供用開
始する。
・令和４年度に実施する旧待合所
解体事業を計画的に執行する。
・供用開始後はシンボルマークの
決定や特産品の販売など、渡船
施設の機能（情報発信、地域交
流）を活かした魅力発信に取り組
む。


